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第１ 監査の概要 
 １ 監査の種類 
   地方自治法第 252 条の 37 に基づく包括外部監査 

 ２ 選定した特定の事件（テーマ） 
   子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）の事務の執行について 

 ３ 特定の事件として選定した理由 
次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援するため、子育てにか

かる経済的負担の軽減や、安心して子育てができる環境整備を行うことは、我が国の
基本施策とされている。また、共働き世帯やシングルマザーの増加等を背景に保育所
等の待機児童が問題となっており、昨今においては保育事業の充実が図られている状
況である。 

   北九州市（以下「市」という。）は、平成22年に「元気発進！子どもプラン」を策
定し、令和 2 年度からは第 3 次計画に移るところである。このプランでは、子どもの
健全育成や子育て支援に関する基本的な考え方や具体的な施策を掲げ、現在様々な事
業に取り組んでいる。 
子育てや保育事業の在り方によって、子ども人口の増加や教育水準の向上等に寄与

することになるため、 育て世代のみならず多くの市 にとって 近で関 の い問
題であると考えられる。そのため、子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）
の事務の執行について、合規性、有効性、経済性等の観点から、総合的に監査し検証
することの意義は大きいものと判断し、特定の事件（テーマ）として選定した。 
なお、保育事業については、平成19年度包括外部監査のテーマとされていたが、10

数年経過しており、当時とは制度も大きく変わっていることから、特に問題ないもの
と判断している。 

 ４ 監査の対象 
 （１）対象部署 
  子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）に関する部署として、以下の部
署を監査対象として、各事業について監査を実施した。 
    ＜対象部署＞ 

部 局 課 
子ども家庭局 子ども家庭部 総務企画課、監査指導課 

幼稚園・こども園課、保育課 
子ども家庭局 子育て支援部 子育て支援課 
保健福祉局 障害福祉部 障害福祉企画課、精神保健福祉課 
教育委員会 指導部 指導第一課、指導第二課 
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教育委員会 学校支援部 学事課 
教育委員会 中央図書館  子ども図書館 

  なお、 般会計の他、特別会計である    寡婦福祉資 事業についても監査の
対象としている。 

（２）対象とした年度 
  監査の対象とした年度は、原則として令和元年度とし、必要に応じて、それ以外の
年度についても対象とした。 

 ５ 監査の方法 
 （１）監査の視点 

ア．財務事務が、法令に従い、適切に行われているか。 
イ．事務事業が、経済性、効率性及び有効性の観点から、合理的かつ適切に行われ
ているか。 
ウ．各事業の経営状況の把握、分析及び進捗管理が適切に行われているか。 
エ．各事業に関する予算は適正に配分され、所定の手続に従って、適正に執行され
ているか。 
オ．過去の包括外部監査等の結果に対する措置は適切に行われているか。 

 （２）実施した監査手続の流れ 
   ア．概要の把握 
     子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）について概要を把握するた

め、担当者へのヒアリングを実施した。 

   イ．監査対象とした各部署の財務に関する文書等の査閲及び担当者への質問 
    子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）のうち、監査の対象とした

事業について、各所管部署等の担当者への質問及び関連する文書等の査閲を行
い、市の条例等への準拠性をはじめ、各監査要点について検討した。 

   ウ．監査対象とした子ども図書館への現地調査 
     子ども図書館の運営方法や財産等の状況を把握するため、現地調査を実施し

た。 
     なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、保育所等についての

現地調査は実施しないことにした。 
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 ６ 監査の期間 
   令和 2年 7 月 2 日から令和３年 2月 3日まで 
   なお、詳細は、「第３ ３ 監査手続の流れ」に記載している。 

７ 監査の実施者 
   包括外部監査人 小島 智也 公認会計士 
   補  助  者 加藤 秀一 公認会計士 
      同    古家 崇行 公認会計士 
      同    猿渡 慎也 公認会計士 
      同    村上  篤 公認会計士 
      同    白石 尚久 公認会計士 
      同    川上 武志 弁 護 士 

 ８ 利害関係 
   包括外部監査人及び補助者は、包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法
第 252条の 29 の規定により記載すべき利害関係はない。 

 ９ 略号等 
   本報告書中、一部の元号については、以下のとおり略語を使用している。 

略号 元号 凡例 
S 昭和 S50＝昭和 50年 
H 平成  H12=平成 12 年 
R 令和  R 元＝令和元年 

   表中の数値については、単位未満を切捨てており、合計や差引が合わない場合があ
る。なお、数値がゼロの場合は「-」とし、単位未満の場合及び計算結果がゼロとなる
場合は「0」としている。 

   引用文、表及びグラフの下に、出所を記載している。表及びグラフについては、市
からの提供資料等を基に監査人が作成している。 
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第２ 監査対象の概要 
 １ 子ども・子育て支援を取り巻く環境及び国の施策 
（１）子ども・子育て支援を取り巻く環境 
ア．国の総人口推移 
国の総人口は一貫して増加傾向にあり、2010 年（平成 22 年）には 128,057 千人

のピークを迎えた。しかし、2010 年（平成 22 年）以降は減少傾向になり、2020 年
（令和２年）には 125,858 千人、2045 年には 106,421 千人まで減少することが予測
されている。 

＜国の総人口推移＞ 

※出所：総務省統計局が公表している 期時系列データを基に作成
https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.html
(*1)「全国：年齢（５歳階級），男女別人口」令和２年６月確定値、令和２年 11月概
算値 （総務省統計局 令和２年 11 月 20 日公表）を基に作成 

(*2)日本の将来推計人口（平成 29 年推計）（国立社会保障・人口問題研究所公表）を
基に作成 

イ．国の年齢別人口推移 
国の年齢別人口は、1985 年（昭和 60 年）以降、年少人口（15 歳未満人口）は減

少しており、老年人口（65 歳以上人口）は増加している。また、生産年齢人口（15 
歳以上 65 歳未満人口）は、1995 年（平成７年）の 87,260 千人をピークとして減少
傾向にあり、2045 年には 55,845 千人と、2020 年（令和２年）の 74,670 千人より
18,825 千人減少すると予測されている。 



5 

＜国の年齢別人口推移＞ 

※出所：総務省統計局が公表している 期時系列データを基に作成
https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.html

(*1)「全国：年齢（５歳階級），男女別人口」令和２年６月確定値、令和２年 11月概算
値 （総務省統計局 令和２年 11月 20 日公表）を基に作成 
(*2)日本の将来推計人口（平成 29 年推計）（国立社会保障・人口問題研究所公表）を基
に作成 

（２）国の施策 
ア．制度・取組の所管機関 
国において、子ども・子育て本部を設置しており、子ども・子育て支援のための

基本的な政策や少子化の進展への対処に係る企画立案・総合調整、少子化に対処す
るための施策の大綱の作成及び推進、子ども・子育て支援給付等の子ども・子育て
支援法に基づく事務、認定こども園に関する制度に関することを所管している。ま
た、当該本部を中心として関係省庁が緊密な連携を図りつつ、少子化対策や子ど
も・子育て支援施策を推進している。 
本部 は内閣府特命担当  （少 化対策担当）、副本部 は内閣府副  であ

る。子ども・子育て本部の主な業務は下図のとおりである。 
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※出所：内閣府ホームページより抜粋 https://www8.cao.go.jp/shoushi/about.html

子ども・子育て本部では、「子ども・子育て支援新制度」担当と「少子化対策」
担当の２つの組織を軸に子ども・子育て支援に関する総合的な施策を推進してい
る。 
「子ども・子育て支援新制度」は、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援

の量の拡充や質の向上を進めていくためにつくられた制度で、必要とするすべての
家庭が利用でき、子どもたちがより豊かに育っていける支援を目指し、取り組みを
進めている。 
「少子化対策」は、少子化社会対策大綱に基づき、『結婚、妊娠、子供・子育て

に温かい社会』の実現のために、会議・検討会等を通じ幅広い視点から検討を重ね
ながら、あらゆる施策を推進している。 

イ．「子ども・子育て支援新制度」に係る施策 
国は、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進め

ていくため、平成 24 年８月に「子ども・子育て支援法」、「就学前の子どもに関す
る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」、「子
ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律」（以下「子ども・子育て関連３法」という。）を制定し、同法に基づいた「子
育て支援新制度」を平成 27 年４月より施行した。 
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子ども・子育て関連３法の概要は以下のとおりである。 

＜子ども・子育て関連３法の概要＞ 
認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規
模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 
認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 
地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放
課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 
基礎自治体（市町村）が実施主体 
社会全体による費用負担 
政府の推進体制 
子ども・子育て会議の設置 

※出所：内閣府ホームページ「子ども・子育て関連 3法の主なポイント」を基に作成 

ウ．「少子化対策」に係る施策 
国は、総合的かつ 期的な少 化に対処するための指針として「少 化社会対策

大綱」を平成 16 年、平成 22 年及び平成 27 年に策定している。平成 27 年少子化社
会対策大綱の概要は下図のとおりである。 
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※出所：内閣府ホームページ「少子化社会対策大綱（平成 27年３月 20日閣議決定）」
（概要）を抜粋 

エ．「次世代育成支援対策推進法」に係る施策 
我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やか

に生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るため、平成 15 年７月に「次世代育成
支援対策推進法」を制定し、国による地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する
に当たって拠るべき指針を策定することを義務付けている。 
「次世代育成支援対策推進法」の趣旨は下図のとおりである。 
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＜次世代育成支援対策推進法の趣旨＞ 

※出所：厚生労働省ホームページ「次世代育成支援対策推進法の趣旨」 

なお、次世代育成支援対策推進法は平成 27 年３月 31 日までの時限法であったが、
平成 26年４月に改正され、有効期間が令和７年（2025 年）３月 31  までに延 さ
れている。 

国は、行動計画策定指針のなかで、「次世代育成支援対策の実施に関する基本的な
事項」を定めているほか、地方公共団体及び事業主による行動計画策定・内容に関す
る事項を定めており、地方公共団体及び事業主は、これらに基づいて行動計画を策定
することになる。 

＜次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項＞ 
（ア）基本理念 
次世代育成 援対策は、  その他の保護者が 育てについての第 義的責任を有

するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理
解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければ
ならない。 

（イ）行動計画の策定の目的 
地方公共団体及び事業主（国及び地方公共団体の機関等を含む。）は、行動計画策

定指針に即して次世代育成支援対策のための 10 年間の集中的・計画的な取組を推進
するため、それぞれ行動計画を策定し、次世代育成支援対策の実施により達成しよう
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とする目標、実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期等を定め
るものとする。 

（ウ）次世代育成支援対策の推進に当たっての関係者の連携 
次世代育成支援対策は、市町村内及び都道府県内の関係部局間の連携を始め、市町

村及び都道府県の間並びに市町村間の連携等を図り、総合的な体制の下に推進される
ことが望ましい。このため、行動計画には、それぞれの次世代育成支援対策の推進に
当たっての関係者の連携の在り方について定めることが必要である。 

市町村内及び都道府県内の関係部局間の連携 
市町村及び都道府県の間並びに市町村間の連携 
国、地方公共団体等と一般事業主との連携 

（エ）次世代育成支援対策地域協議会の活用 
次世代育成支援対策推進法第 21条第１項では、地 公共団体、事業主、住 その

他の次世代育成支援対策の推進を図るための活動を行う者は、地域における次世代育
成支援対策の推進に関し必要となるべき措置について協議するため、次世代育成支援
対策地域協議会（以下「地域協議会」という。）を組織することができるとされてお
り、地方公共団体及び一般事業主は、行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に当
たっては、必要に応じて、地域協議会を十分に活用するとともに、密接な連携を図る
ことが望ましい。 
※出所：厚生労働省「行動計画策定指針（平成 26 年 11 月 28 日）」より抜粋 
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２ 北九州市の子どもや子育てを取り巻く状況 
（１）少子化の動向 
少子化は、労働力人口の減少、税や社会保障における負担の増大、地域社会の活力

低下など社会経済面だけでなく、子育て家庭同士や子ども同士がふれあう機会の減少
など、子どもの育ちや子育ての面でも大きな影響を及ぼすと考えられている。 

ア．人口の状況 
市の人口は、昭和 54年の 1,068,415 人（推計人口）をピークに減少傾向にあり、平

成 17 年には 100万人を下回り、令和元年には 940,141 人（推計人口）となってい
る。また、国全体の人口も、平成 22年の 128,057,352 人（国勢調査結果）をピーク
に減少に転じており、全国的に見ても人口減少が進行している。年齢区分別割合を見
ると、昭和 55 年から平成 27 年までの 35年間に、0歳 14 歳は 23.1％から 12.6％に
減少、15 歳 64 歳は 68.1％から 58.1％に減少しているのに対し、65 歳以上は 8.7％
から 29.3％と大幅に増加しており、少子高齢化が進んでいる。 

           ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 

イ．出生数の状況 
市の出生数は、第 2次ベビーブーム（昭和 46 49 年）以降減少傾向にあり、平
成 26 年には 8,000 人台を割り、平成 29 年は過去最も少ない 7,349 人（前年比 272
人減）となっている。合計特殊出生率（※１）については、平成 17 年に過去最低
の 1.30 となったが、その後は増加傾向に転じ、平成 28 年の 1.61 まで増加を続け、
平成 29年は 1.60（前年比 0.01 減）となり、全国平均（1.43）を上回っている。平
成 29 年値では、政令市の中で最も高い数値となっている。 
 親の年齢階級別出 数を ると、20 歳から 34 歳では減少傾向、35 歳から 49 
歳は増加傾向にある。平成 29 年数値では、30 歳から 34 歳が 2,504 人と最も多
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く、次い で 25 歳から 29 歳が 1,981 人、35 歳から 39 歳が 1,516 人、20 歳から 24 
歳が 894 人となって いる。 
また、第１ を産んだときの 親の平均年齢は全国平均を下回っているものの、
年々上昇傾向にあり、平成 29 年が 29.7 歳となっている。出産したときの 親の平
均年齢が上昇する晩産化の傾向がみられる。 

 ※1：1 人の女性が生涯に生むことが見込まれる子どもの数を示す指標。年齢ごとに    
区分された女性の人口に対する出生数の比率を年齢別出生率といい、合計特殊    
出生率は 15 49 歳の年齢別出生率の合計である。 

<北九州市の出生数と出生率の推移> 

※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 

     <合計特殊出生率の年次推移>

※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 
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ウ．婚姻の状況 
市の未婚率（15歳以上の人口をもとに算定）は、男性 30.5％、女性 23.4％（平成 

27 年数値）で、全国数値と比較すると、男性は 1.3 ポイント低く、女性は 0.2 ポイン
ト高くなっている。 
市の未婚率の経年変化を見ると、男女ともにどの年齢階級でも上昇傾向にある。特

に男性では 35 歳 39 歳の未婚率が、昭和 55 年に比べ 25.4 ポイント上昇し、32.9％
となっている。一方、女性では 25 歳 29 歳が 30.9 ポイント上昇し、58.5%となって
いる。また、初婚年齢も高年齢化の傾向にあり、晩婚化が進んでいる。 

<北九州市の年齢別未婚率の推移（男性）＞           （単位：％） 

  ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 

＜北九州市の年齢別未婚率の推移（女性）＞           （単位：%） 

 ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 
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（２）社会経済等の動向 
就労環境、世帯の状況など社会経済等の動向は、子どもやその家庭に直接的にも間接
的にも、さまざまな影響を及ぼすと考えられる。 

ア．産業の状況 
平成 26 年の市の事業所数は、44,150 事業所で、平成 21 年度（47,796 事業所）に

比べて 3,646 事業所減少している。また、従業者数は 466,561 人で、平成 21 年度
（490,347 人）に比べて 23,786 人減少している。 
産業分野別に見ると、卸売・小売業が 11,798 事業所で全体の 26.7％を占め、次い

で宿泊業・飲食サービス業 5,912 事業所（構成比 13.4％）、生活関連サービス業・娯
楽業 4,003 事業所（同 9.1％）となっている。従業者数は、卸売・小売業が 88,612 人
で全体の 19.0％を占め、次いで医療・福祉業 75,173 人（同 16.1％）、製造業 58,706
人（同 12.6％）となっている。 

 ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 

イ．就労の状況 
平成 27 年の市の労働力人口は 439,162 人で、平成 22 年（460,697 人）に比べて

21,535 人減少している。男女別に見ると、男性が 242,705 人（18,030 人減）、女性が
196,457 人（3,505 人減）である。また、平成 29 年度の有効求人倍率は 1.46 で、平成
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22 年度から上昇傾向にあり、平成 21年度と比較すると 1.02 ポイント上昇している。 
市の女性の年齢階級別労働力率は、結婚・出産期にあたる年代にいったん低下し、

育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆる「Ｍ字カーブ」を描いてい
る。依然として 30 代の労働力率は 20代、40 代よりも低くなる傾向にあるが、平成
22年、平成 27 年と年を経るにつれ、上昇している。 

 ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 

  ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 
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ウ．世帯の動向 
平成 27 年の市の世帯総数は 426,325 世帯（一般世帯：425,544 世帯、施設等の世

帯：781 世帯）で、平成 22年 420,702 世帯（一般世帯：419,984 世帯、施設等の世
帯：718 世帯）に比べて 5,623 世帯増加している。 
このうち、一般世帯を家族類型別に見ると、核家族世帯（*1）238,689 世帯（一般

世帯に占める割合 56.1％）、単独世帯（*2）157,488 世帯（同 37.0％）、その他の親
族世帯（*3）24,630 世帯（同 5.8％）、非親族世帯（*4） 3,252 世帯（同 0.8％）で、
核家族世帯の割合が平成 22年の 57.5%から 1.4 ポイント減少し、単独世帯は平成 22
年の 34.6%から 2.4 ポイント増加している。 
核家族世帯の構成を見ると、夫婦のみの世帯と、ひとり親と子どもの世帯が増加

し、夫婦と子どもの世帯が減少している。また、１世帯あたりの人員が減少してい
る。 

（*1）夫婦のみの世帯、夫婦と子供から成る世帯、男親と子供から成る世帯、女親と
子供から成る世帯 

（*2）世帯人員が一人の世帯 
（*3）夫婦と両親から成る世帯、夫婦と片親から成る世帯、夫婦・子供と両親から成

る世帯、夫婦・子供と片親から成る世帯、夫婦と他の親族（親、子供を含まな
い。）から成る世帯、夫婦・子供と他の親族（親を含まない。）から成る世
帯、夫婦・親と他の親族（子供を含まない。）から成る世帯、夫婦・子供・親
の他の親族から成る世帯、兄弟姉妹のみから成る世帯、他に分類されない親族
世帯 

（*4）二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世
帯 

 ※出所：「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」 
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３ 北九州市の保育事業及び保育所の概要 
（１）北九州市の保育事業の概要 

市では、保育事業に関する具体的な施策を決定するにあたり、市の抱える保育の
現状と課題の洗い出しを行い、課題を解決するための施策の方向性を決定する。主
な施策として、 

保育の量の確保と教育・保育の質の向上 
幼稚園、保育所等における多様なニーズに対応した保育サービスの充実 
幼稚園、保育所等における障害児保育の充実 
幼稚園、保育所等と小学校の連携の充実 
幼稚園、保育所等における子育て支援の充実 

を策定している。 

（２）主な施策 
ア．保育の量の確保と教育・保育の質の向上 
（ア）児童福祉施設等第三者評価事業 

平成 14 年 3 月に、「北九州市少子社会対策推進計画」や「新北九州市保育 5
か年プラン」に基づいて、「北九州市児童福祉施設等第三者評価委員会」を設
置している。サービスの質の向上や、より適切な情報の提供を図るため、児童
福祉施設等（保育所、児童養護施設、乳児院、   活 援施設等）を対象に
第三者評価事業を実施している。なお、評価結果については、区役所保健福祉
課の窓口及び市のホームページで公表している。 

     <実施状況>  
年度 保育所 保育所再評価 地域型保育 児童養護施設等 
H29 6 か所 3 か所 2 か所 5 か所 
H30 3 か所 7 か所 5 か所 - 
R 元 3 か所 13 か所 2 か所 2 か所 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」 

（イ）認定こども園の普及 
認定こども園は、幼稚園、保育所の機能をあわせもち、保護者の就労状況等
にかかわらず利用できる施設であり、地域の子育て支援も積極的に行ってい
る。 
 市は、令和元年度までに 26 施設の設置、また、令和 6 年度までに 40 施設程
度の設置を目標として、認定こども園の普及に取り組んでいる。 
なお、令和 2年 4 月 1 日現在で 30 施設が設置されている。 

（ウ）小規模保育事業 
 保護者の就労等の理由により保育を必要とする概ね生後 6 か月から 3 歳未満
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の児童を、定員6人以上19人以下で行う、小規模保育事業所の開設を進めてい
る。 
<利用状況> 
年度 実施か所数 入所定員 延べ利用児童数 
H29 32 か所 595 人 6,269 人 
H30 40 か所 739 人 7,855 人 
R 元 45 か所 834 人 8,819 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」 

（エ）事業所内保育事業 
 保護者の就労等の理由により保育を必要とする概ね生後 6 か月から 3 歳未満
の児童を、会社の事業所の保育施設などで従業員の子どもと地域の子どもを一
緒に保育する、事業所内保育事業所の開設を進めている。 
<利用状況> 
年度 実施か所数 入所定員 利用児童数 
H29 6 か所 120 人（うち地域枠 78 人） 771 人 
H30 7 か所 134 人（うち地域枠 91 人） 929 人 
R 元 7 か所 137 人（うち地域枠 102 人） 1,062 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」   

（オ）保育所入所定員の拡大 
 地域の保育需要の推移を踏まえ、 間保育所の新規開設や既存保育所の定員
増に取り組み、待機児童の継続的な解消を目指している。 

（カ）家庭的保育事業 
 保護者の就労等の理由により保育を必要とする生後57日目から3歳未満の児
童を、保育士等の資格を持つ家庭的保育事業者が、家庭的な雰囲気の中で保護
者に代わって保育をする。 
<利用状況> 
年度 実施か所数 入所定員 延べ利用児童数 
H29 15 か所 75 人 875 人 
H30 15 か所 75 人 839 人 
R 元 14 か所 70 人 779 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」

（キ）直営保育所の再編・ 営化
 保育所運営の効率化と機能の集約を図るため、老朽化した施設の建替え等に
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あわせて直営保育所の 営化を い、施設の再編を進めている。

（ク）直営保育所への親子通園クラスの設置 
 直営保育所に親子通園クラスを設置し、発達の気になる子どもや育児に不安
のある保護者などを親子で受け入れ、保育所での遊びや体験、相談を通じて継
続した支援を行っている。また、関係機関と連携しながら、保育所、幼稚園、
療育機関などへの移行支援を行っている。 

イ．幼稚園、保育所等における多様なニーズに対応した保育サービスの充実 
（ア）延 保育事業
 保護者の就労形態の多様化、職住の遠距離化などに伴う保育時間延 への保
護者ニーズに対応するため、保育時間を午後 7 時まで（一部午後 8 時まで）延
 している。なお、平成 18年 1月からは障害児の受け入れも行っている。 
<利用状況> 

年度 実施か所数 延べ登録児童数 
1 所当たり月平均登録

児童数 
H29 155 か所 32,947 人 17.7 人 
H30 154 か所 33,471 人 18.1 人 
R 元 153 か所 32,190 人 17.5 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」

（イ）夜間（ 時間）保育事業
 夜間の保育需要に対応するため、最大、午前 7 時から午前 0 時まで利用でき
る夜間（ 時間）保育事業を 倉北ふれあい保育所・夜間部（定員45人）で実
施している。 
<利用状況> 
年度 延べ利用児童数 
H29 601 人 
H30 572 人 
R 元 578 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」

（ウ）一時保育事業 
 保護者のパート就労や冠婚葬祭、育児リフレッシュ等の理由により、一時的
に家庭での保育が困難となる児童を保育している。なお、平成18年 1月から、
集団保育が可能な中程度の障害のある子どもの受け入れを行っている。 
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<利用状況> 

年度 実施か所数 
延べ利用児童数 

断続的保育 緊急保育 育児リフレッシュ保育 

H29 78 か所 
22,141 人 

4,250 人 951 人 16,940 人 

H30 83 か所 
19,864 人 

4,722 人 1,021 人 14,121 人 

R 元 82 か所 15,633 人 
4,365 人 876 人 10,392 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」

（エ）休日保育事業 
 保護者の就労形態の多様化により、休日に就業する保護者等を支援するた
め、休日に保育所を開所し、日曜日、祝日及び年末の保育需要に対応する休日
保育事業を実施している。 
<利用状況> 
年度 実施か所数 登録児童数 延べ利用児童数 
H29 7 か所 719 人 1,807 人 
H30 7 か所 646 人 1,872 人 
R 元 7 か所 786 人 2,084 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」

（オ）病児保育事業 
 病気中、または病気やけがの回復期にあり、保育所等での集団保育が困難な
期間で、保護者が勤務の都合等により家庭で保育を行うことが困難な場合に、
病児保育室で保育を行っている。 
<利用状況> 
年度 実施か所数 登録者数 延べ利用者数 
H29 12 か所 3,875 人 8,499 人 
H30 12 か所 3,956 人 8,907 人 
R 元 12 か所 3,918 人 9,029 人 

     ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和 2年度）」   

（カ）幼児教育の振興 
 私立の幼稚園施設の設備や備品、教材などの購入、特別な支援を要する幼児
教育に対する補助など幼児教育環境を整備するとともに、教諭の資質の向上を
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図るため、公私幼稚園合同研修の実施や幼稚園団体等が実施する各種研修活動
への補助を行っている。 

ウ．幼稚園、保育所等における障害児保育の充実 
（ア）障害児保育事業 
 すべての認可保育所で、障害児と健常児を一緒に保育し、相互の健全な育成
を図っている。 

（イ）私立幼稚園特別支援教育助成事業 
 幼児期における特別支援教育の充実を図るため、特別な教育的支援を必要と
する幼児を積極的に受け入れる私立幼稚園をサポート園として指定し、支援を
行っている。 

エ．保育所、幼稚園等と小学校の連携の充実 
（ア）幼稚園、保育所等、小学校の連携 
 子どもを取り巻く社会環境が大きく変化する中、子どもを健やかに育むため
に、幼稚園、保育所等、小学校が連携し、幼稚園、保育所等の保育環境から小
学校の学習環境への円滑な接続を図っている。平成24年度より各幼稚園、保育
所等、小学校に保幼小連携担当者を設置して、さらに充実した連携に努めてい
る。 

オ．幼稚園、保育所等における子育て支援の充実 
（ア）地域子育て支援センター 
 子育て家庭への支援活動を企画、調整、実施する保育士などの職員を配置し
て、育児不安などについての相談指導や子育てサークルへの支援を行ってい
る。 

（イ）子育て支援総合コーディネーターの配置 
 平成 17 年度に開設した「子育て支援サロン“ぴあちぇーれ”」では、保育士、
看護師等の資格を持つコーディネーターを 3 名配置し、子育てに関する相談へ
の対応や利用者に必要な関係機関との連絡・調整等の支援を行っている。ま
た、各種子育てサービス情報を収集し、インターネット等を活用して情報の提
供を行っている。 

（ウ）緑地保育センター 
 緑と太陽のもとで遊びを中心とした保育を行い、豊かな自然の中で宿泊体験
や集団生活を通じて、幼児の創造性・自主性・協調性などを養い、21 世紀を担
う心豊かで健康な子どもを育成するための児童厚生施設を運営している。 
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（３）保育施設等の概要 
ア．子ども・子育て支援新制度 
平成 27 年 4 月から「子ども・子育て支援新制度」がスタートしている。市で

は、新制度のスタートに伴い、以下の取り組みを進めている。 
幼稚園と保育所の機能をあわせもった「認定こども園」の普及を図る。 
保育の場を増やし、待機児童を減らして、子育てしやすい、働きやすい社会
にする。 
幼児期の学校教育や保育、地域のさまざまな子育て支援の量の拡充や質の向
上を進める。 
子どもが減ってきている地域の子育てもしっかり支援する。 

このような取り組みの中、「子ども・子育て支援新制度」では、新たに「地域
型保育」が設けられるなど、教育・保育の場が増えており、子どもの年齢や家族
の状況、希望内容に応じて保育施設を選択できる体制となっている。 
主な教育・保育の場は以下の 4つである。 
幼稚園 小学校以降の教育の基礎を作るための幼児期の教育を行う学校 
保育所 就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育

（養護と教育）を行う施設 
認定こども園 幼稚園と保育所の機能をあわせもち、地域の子育て支援も行う

施設 
地域型保育 施設（原則20人以上）より少人数の単位で、0 2歳の子どもを

預かる事業。地域型保育は、さらに 4 つのタイプがあり、市の
地域型保育は、「家庭的保育」「小規模保育」「事業所内保
育」がある。 
家庭的保育…定員 5人以下で保育を行う。 
小規模保育…定員 6 19 人で保育を行う。 
事業所内保育…事業所の保育施設などで、従業員の子ども
と地域の子どもを一緒に保育する。 
居宅訪問型保育…保護者の自宅で 1対 1の保育を行う。 

    ※出所：「北九州市 子ども家庭レポート（令和元年度）」 

対象となる子どもは以下のとおりである。 
幼稚園 制限なし（満 3 5 歳） 
保育所 2 号認定（満 3歳以上）、3号認定（満 3歳未満） 
認定こども園 保育部分 

2 号認定（満 3歳以上）、3号認定（満 3歳未満） 
教育部分 

1 号認定（満 3歳以上） 



24 

地域型保育 家庭的保育 
3 号認定（満 3歳未満） 
小規模保育 

3 号認定（満 3歳未満） 
事業所内保育 

3 号認定（満 3歳未満） 
    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」より一部抜粋 

イ．教育・保育給付認定 
 保育所、認定こども園、地域型保育（家庭的保育、小規模保育、事業所内保
育）及び幼稚園の利用を希望する場合は、利用のための認定（教育・保育給付認
定）を受ける必要がある。教育・保育給付認定は子どもの年齢や家族の状況に応
じて、3つの区分に分かれている。 
1 号認定 
（満3歳以上教育標準時間認定） 

子どもが満3歳以上で、幼稚園、認定こども
園での幼児期の学校教育を希望する場合。 

2 号認定 
（満 3歳以上保育認定） 

子どもが満3歳以上で、「保育を必要とする
事由」に該当し、保育所、認定こども園で
の保育を希望する場合。 

3 号認定 
（満 3歳未満保育認定） 

子どもが満3歳未満で、「保育を必要とする
事由」に該当し、保育所などでの保育を希
望する場合。 

    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 

ウ．保育料 
 令和元年 10 月 1 日より、3 歳から 5 歳までの幼稚園、保育所、認定こども園な
どを利用する子どもたちの利用料は無償化された（副食費を除く）。また、0歳か
ら 2歳までの住 税 課税世帯の どもの利 料も無償化の対象となっている。

エ．施設数（令和 2年 4月 1日現在） 
<保育所>                     （単位：か所、人） 

門司 
区 

小倉 
北区 

小倉 
南区 

若松 
区 

八幡 
東区 

八幡 
 区

 畑
区 

合計 

市立 2 7 5 3 2 3 2 24 
私立 16 27 29 11 8 34 9 134 
合計 18 34 34 14 10 37 11 158 
定員 1,650 3,384 3,495 1,360 1,020 3,820 1,180 15,909 

       ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 
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<認定こども園>                  （単位：か所、人） 
門司 
区 

小倉 
北区 

小倉 
南区 

若松 
区 

八幡 
東区 

八幡 
 区

 畑
区 

合計 

施設数 - 4 14 3 3 6 - 30 
定員 - 626 1,748 379 309 698 - 3,760 

    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 

<家庭的保育>                   （単位：か所、人） 
門司 
区 

小倉 
北区 

小倉 
南区 

若松 
区 

八幡 
東区 

八幡 
 区

 畑
区 

合計 

施設数 3 1 2 2 - 5 1 14 
定員 15 5 10 10 - 25 5 70 

    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 

<小規模保育>                   （単位：か所、人） 
門司 
区 

小倉 
北区 

小倉 
南区 

若松 
区 

八幡 
東区 

八幡 
 区

 畑
区 

合計 

施設数 1 8 13 3 3 18 - 46 
定員 19 150 233 53 57 342 - 854 

    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 

<事業所内保育>            （単位：か所、人（）は地域枠） 
門司 
区 

小倉 
北区 

小倉 
南区 

若松 
区 

八幡 
東区 

八幡 
 区

 畑
区 

合計 

施設数 - 2 3 2 - - - 7 
定員 - 33 

(24) 
84 
(75) 

31 
(18) 

- - - 148 
(117) 

    ※出所：「令和 2年度 保育の利用のごあんない」 
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４ 「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」の概要 
 これまで市は、子どもの健全育成や子育てを支えるため、「元気発進！子どもプラン」
に基づき、保健、医療、福祉、教育など幅広い分野にわたる施策に取り組んでおり、そ
の計画が平成 26 年度で終了することから、次の 5 年間（平成 27 31 年度）の市の子育
て支援の取り組みの指針となる「元気発進！子どもプラン（第 2 次計画）」を策定して
いる。
計画の策定に当たっては、 育て家庭の現状や市 ニーズを把握するため市 アンケ
ートやパブリックコメントなどを実施するとともに、 育て中の市 や 育て 援関係
者、有識者などからなる北九州市 ども・ 育て会議での議論を踏まえ、市 の 線に
立ち、これまでの取り組みをより充実・発展させる計画となるよう策定している。
計画の概要は以下のとおりである。 

（１）計画期間
平成 27年度から平成 31年度（＝令和元年度）までの 5年間 

（２）計画の基本理念
『「 どもの成 」と「 育て」を地域社会で え合う“まちづくり”』を基本理念に
掲げ、全ての どもが健やかに成 し、市     が家庭を持つことや どもを み
育てることの喜びを実感できる「子育て日本一を実感できるまち」の実現を目指してい
る。

（３）計画の視点
  次の５つの視点から計画は策定されている。

①子どもが主体の視点
子どもの健全育成や子育て支援の推進に当たっては、子どもの権利を擁護し、子

どもの幸せを第一に考え、子どもの利益を最大限に尊重する必要があります。子ど
もは自ら育つ主体であり、子ども自身が生きている実感や自己肯定感を持ちなが
ら、思いやりの心を持つ、自立した心を育んでいけるよう、家庭、地域、学校等に
おける生活のあらゆる場面で、「子どもの最善の利益」に配慮しながら支援するこ
とが重要です。
この計画では、第一に「子どもが主体という視点」を共通の基本的考えとして、

保護者が子どもとしっかり向き合って子育てができるよう、全ての施策に取り組ん
でいきます。 

②全ての子どもと家庭を支える視点
子育てにおけるさまざまな問題を踏まえて、広く全ての子どもと子育て家庭を支

援し、一人一人の子どもの健 やかな成 を等しく保障することを 指すという考え
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の下、計画を推進します。特に社会的養護を必要とする子ども、ひとり親家庭、障
害や疾病のある子ども、児童虐待、貧困など特別な支援を要する子どもや家庭への
支援を充実します。 

③ どもの成 と次代の親づくりの視点
 どもは、段階を経ながら成 し、次代の親へとつながる存在です。乳幼児期に

は心情、意欲、態度、基本的生活習慣等、生涯にわたる人格形成の基礎が培われ、
学童期には  意識や他者理解等の社会性の発達が進み、著しく  も成 しま
す。 年期には、より 層の 我意識、社会的意識が発達し、  に向けた準備が
整う時期です。このように、 期的な視野に ち、 どもが豊かな 間性を形成
し、  し、次代の親となるために、それぞれの時期に応じた確かな成 を える
ことが必要です。

④親として成 を える視点
 育てとは、保護者が 々成 する どもの姿を ながら、喜びや楽しさを直接

感じることができる営みです。それは同時に、初めて子どもを持った親にとって
は、 育てに不安を感じながら親として成 する過程でもあり、  肯定感を持
ち、子どもと向き合うことが、生きがいへとつながります。子育て支援を行う者
は、保護者が子育ての責任を果たし、その権利を享受することの重要性を踏まえ、
保護者に寄り添い成 につながる 援をしていくことが 切です。

⑤地域社会全体で支援する視点
子育ての第一義的責任は保護者にありますが、子育ては次代の担い手を育成する

営みであるという観点から、子どもと子育て家庭を地域社会全体で支えていく必要
があります。地域社会を構成する家庭、地域、学校、企業、行政が子育て支援の重
要性の理解を深め、力を合わせて支援する「子育て支援型社会」の実現に向けた取
り組みが必要です。
また、子育ては男女が協力して行うべきものです。男女が互いに人権を尊重しつ

つ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮すること
ができる「男女共同参画社会」の形成を図ることも必要です。

  ※出所：「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」 

（４）計画の構成
  ４つの政策分野と 14の施策、子ども・子育て支援事業計画で構成されている。
政策分野１ 安心して生み育てることができる環境づくり

子どもを安心して生み育てるためには、生まれる前から自立するまで、また家庭か
ら社会環境まで、幅広く支援に取り組むことが重要です。
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親子の健康の保持・増進は、人が生涯を通じて健康な生活を送るための第一歩で
す。子どもの心と体が健康に育つ社会を構築するために、妊娠・出産から乳幼児期お
よび思春期の保健・医療体制の一層の充実を図ります。子育てに悩む家庭を支えるた
めに、相談支援体制の充実や地域におけるネットワークづくりを進めるとともに、子
育て家庭が学ぶ場を提供するなど家庭の教育力の向上に努めます。
また、男女が協力しながら家庭での責任を果たし、共に子育てに向き合えるよう、

仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）の推進に向けた取り組みや、身の回り
に潜む危険を知り、事故を未然に防ぎ危機を回避できるよう、子どもの視点に立った
安全・安心なまちづくりを進めます。

施策①   保健
・安全に安心して妊娠・出産できる環境づくり
・発達の気になる子どもの早期発見、早期支援体制の強化
・養育支援の必要な家庭に対する支援の充実
・基本的生活習慣の定着や食育の推進
・適切な思春期保健の推進

施策②   医療
・周産期医療・小児救急医療体制の維持・確保
・子どもの感染症予防の推進
・不妊治療に関する 援の充実および市 の理解促進

施策③ 子育ての悩みや不安への対応
・地域における子育て支援の環境づくり
・市 が利 しやすい相談体制
・必要とされる 育てに関する情報が市 に届く仕組みづくり
・少子化への対応や多様化・複雑化した悩みへの支援

施策④ 家庭の教育力の向上
・子どもの健全育成の基礎となる家庭の教育力の向上
・地域等と連携した家庭の教育力の向上
・非行や虐待を生まないための家庭の教育力の向上

施策⑤ 仕事と生活の調和（ワーク･ライフ･バランス）の推進
・事業者等との共同による仕事と生活の調和の推進
・男性の家事・育児への参画促進

施策⑥ 安全・安心なまちづくり
・子育て家庭が利用しやすい公園・遊び場の整備
・安全・安心を実感できるまちづくりの推進
・子育てに優しい都市環境の整備
・子育てしやすい住環境の提供
・交通安全の推進
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政策分野２ 子どもの育ちを支える幼児期の学校教育や保育の提供
乳幼児期は、心情や意欲、基本的な生活習慣など生涯にわたる人格形成の基礎が培

われる大切な時期であり、認定こども園や幼稚園、保育所等では、保育者が一人一人
の子どもの違いに留意し、それぞれの役割に応じた支援に取り組む必要があります。
また、市 の保育サービス充実への期待は きく、待機児童の解消や働き に応じた
多様な保育サービスの提供が求められています。
これらを踏まえ、職員研修等を通じて教育・保育の質の向上を図るとともに、保育

の量的拡大や多様な保育サービスの充実に努めます。また、教育・保育施設が地域に
おける子育て支援拠点としての機能強化を図るための支援を行います。

施策⑦ 幼児期の学校教育や保育の提供
・保育の量の確保と教育・保育の質の向上
・幼稚園、保育所等における多様なニーズに対応した保育サービスの充実
・幼稚園、保育所等における障害児保育の充実
・保育所、幼稚園等と小学校の連携の充実
・幼稚園、保育所等における子育て支援の充実
・教育・保育に関する情報提供

政策分野３  どもや若者の健やかな成 や  を える環境づくり
 少年期は、感受性が豊かになり、  意識や他者理解等の社会性の発達が進む 

切な時期です。さまざまな体験活動やボランティア活動を通じて、子どもたちの健や
かな成 を 援します。放課後の居場所づくりや 少年の 主的な活動を進めるた
め、放課後児童クラブやユースステーション等を運営し、子どもや子育て家庭のニー
ズを踏まえ、さらなる魅力づくりに取り組みます。
また、地域社会全体が連携・協力しながら非行防止や自立支援などに取り組み、子

どもや若者が直面するさまざまな課題に対応していきます。
施策⑧ 放課後児童クラブ
・放課後児童クラブの運営基盤の強化
・放課後児童クラブの魅力向上

施策⑨  少年の健全育成
・ 少年への社会体験活動等の機会や場の提供
・有害環境から 少年を守り、  を未然に防 するための取り組みの推進
・危険ドラッグをはじめとする薬物の乱用防止対策の推進
・不登校やいじめの未然防止、解消に向けた取り組みの推進
・デートＤＶ予防啓発の推進

施策⑩ 子ども・若者の自立や立ち直りの支援
・若者の自立を支援する環境づくり
・非行からの立ち直りを支える取り組みの推進 
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政策分野４ 特別な支援を要する子どもや家庭への支援
 どもの成 や 育てを える取り組みは、全ての どもや 育て家庭が対象で

す。その中でも、 養育困難、ひとり親家庭、貧困、虐待、障害、疾病などの事情があ
る子どもや子育て家庭には、その状況 に応じた特別な支援が必要です。
家庭での養育が困難で社会的養護が必要な どもや障害のある どもの成 と  

を支援するため、子どもや家庭の状態に応じた適切な支援の充実を図ります。
ひとり親家庭が抱えるさまざまな悩みや不安に対応するとともに、経済的・社会的

な自立に向けた支援を行います。
そして、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよ

う、子どもの貧困対策を総合的に進めます。
また、依然として児童虐待が発生していることから、児童虐待の発生予防や早期発

見・早期対応に向けた取り組みを進めるとともに、全ての子どもの人権が尊重される
社会づくりを進めます。

施策⑪ 社会的養護が必要な子どもへの支援
・児童養護施設における生活環境整備等の促進
・里親や小規模住居型児童養育事業の普及促進

施策⑫ ひとり親家庭等への支援
・ひとり親家庭の生活の安定と向上
・子どもの貧困対策

施策⑬ 児童虐待への対応
児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応および適切な支援

施策⑭ 障害のある子どもへの支援
・障害のある子どもの早期発見と相談・支援体制の強化
・保育所等での障害のある子どもの受け入れや保育内容の充実と、小学校等入学時の
情報伝達の強化
・障害のある子どもの放課後対策の充実
・ライフステージを通じた相談支援体制の強化とレスパイトなど保護者の負担軽減の
充実
・重度の障害のある子どもへの支援の強化
・発達障害のある子どもへの支援の充実
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（５）北九州市子ども・子育て支援事業計画
  「北九州市子ども・子育て支援事業計画」は、子ども・子育て支援法に基づく基本指
針で示された子どもの育ちに関する理念や子育て支援の意義、市町村子ども・子育て支
援事業計画策定の考え方に即して、次の７つの項目で構成されている。

ア．幼児期の学校教育や保育の推進
-教育・保育の提供区域の設定
-教育・保育の量の見込みと確保の方策

イ．地域における子ども・子育て支援の推進
-地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策

ウ．幼児期の学校教育や保育の一体的提供および推進体制の確保
-認定こども園の普及
-教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の役割、必要性とその推進
-教育・保育施設と地域型保育事業、小学校との連携

エ．幼児期の学校教育や保育、地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保と、資
質向上のための取り組み
オ．産後の休業および育児休業後における教育・保育施設等の円滑な利用の確保
カ．子どもに関わる専門的な知識および技術を要する支援に関する施策の実施と連携
キ．労働者の職業生活と家庭生活の両立のための雇用環境の整備に関する施策との連携

（６）計画の推進
北九州市子ども・子育て会議において、施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な
事項について、実施状況を調査・審議しながら計画を進めている。
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５ 監査対象部署の概要 
 監査対象部署である子ども家庭局は、子ども家庭部、子育て支援部、子ども総合セ
ンター（児童相談所）から構成されている。子ども家庭局は、子ども・子育て支援の
取り組み強化を図るため、平成 19 年度に保健福祉局から独立された局である。 

【子ども家庭局の組織図】（令和元年度時点）  

※出所：子ども家庭局より入手した資料 

   また、 ども・ 育て 援に関する市 の窓 として、各区役所にコミュニティ
支援課及び保健福祉課が設置されている。 

   上記の他、子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）に関する関連部署
として、以下の部課を監査対象としている。 

    ・保健福祉局 障害福祉部  障害福祉企画課 
    ・保健福祉局 障害福祉部  精神保健福祉課 
    ・教育委員会 指導部    指導第一課 
    ・教育委員会 指導部    指導第二課 
    ・教育委員会 学校支援部  学事課 
    ・教育委員会 中央図書館  子ども図書館 
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   子ども家庭局における主な事務分掌は以下のとおりである。 

   【子ども家庭局における主な事務分掌】（令和元年度時点） 
部 課 事務内容 

子ども家庭部 総務企画課 ・局の庶務・経理 
・子ども家庭局の事業 PR 
・元気発進！子どもプラン 
・子育てふれあい交流プラザ、子どもの館 
・赤ちゃんの駅 

監査指導課 ・児童福祉施設を運営する社会福祉法人 
・児童福祉施設等の監査、指導 

幼稚園・ 
こども園課 

・子ども・子育て支援新制度（教育・保育に係
るものに限る）の推進 
・施設型給付費及び地域型保育給付費の支給 
・保育料 
・私立幼稚園及び認定こども園 
・私学助成（幼稚園に係るものに限る） 

保育課 ・保育所の認可及び指導 
・ 間保育所の助成
・保育所の施設整備、運営計画 
・保育所職員の研修 
・保育士・保育支援センター 

子育て支援部 子育て 
支援課 

・  ・  福祉、寡婦福祉
・婦人保護 
・  保健
・児童福祉施設（他局・他課の所管に属するも
のを除く） 
・子ども医療、ひとり親家庭等医療 
・児童扶養手当 
・児童手当 
・育児サークル・子育て支援団体活動支援 
・親子ふれあいルーム 
・放課後児童クラブ 
・児童虐待防止の周知・啓発 

 少年課 ・ 少年教育施設等の管理運営
・ 少年の指導育成
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・ 少年関係団体
・  防 等 少年対策
・若者の自立支援 
・新科学館 
・ 少年ボランティアステーション

児童文化 
科学館 

・各種講座の開設、クラブ活動の指導奨励 
・科学に関する実験実習、天体学習 
・こども文化会館 

夜宮 少年
センター 

・ 少年に関する情報・資料の収集提供
・ 少年の各種相談

子ども総合センター 
（児童相談所） 

・児童福祉思想の普及 
・児童及び家庭等に係る相談、調査及び指導等 
・児童の委託、通告、送致その他の措置 
・措置児童の指導 
・里親 
・街頭補導及び環境浄化活動 
・児童の心理学的及び医学的な診断及び判定 
・児童及び保護者に対する助言、指導及び心理
学的治療 
・児童の一時保護 
・一時保護児童の健康診断、生活指導及び観察 
・少年支援室 

    ※出所：子ども家庭局より入手した資料 
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 ６ 歳入・歳出にかかる予算・決算の概要 
子ども家庭局における平成 29年度から令和元年度における予算・決算の概要は以下

のとおりである。
■平成29年度
【子ども家庭局決算（歳出）】
一般会計 （単位：千円、％）

予算現額 a 支出済額 b 執行率 b/a 不用額 a-b-c 翌年度繰越額 c
４款 子ども家庭費 68,303,507 63,623,338 93.1% 3,873,101 807,068
１項１目 職員費 4,661,672 4,578,840 98.2% 82,832 0
２項１目 子ども家庭総務費 7,316,441 6,246,102 85.4% 1,070,339 0
２項２目 子ども家庭支援費 50,082,096 46,761,327 93.4% 2,518,801 801,968

5,605,314 5,476,104 97.7% 129,210 0
614,832 537,813 87.5% 71,919 5,100

３項１目 繰出金 23,152 23,152 100.0% 0 0
子ども家庭局 合計 68,303,507 63,623,338 93.1% 3,873,101 807,068
※市全体 619,583,925 548,859,561 88.6% 41,391,866 29,332,498

※子ども家庭局所管分のみ、前年度繰越分を含む

特別会計 （単位：千円、％）
577,400 305,371 52.9% 272,029 0

決算額総計 （単位：千円、％）
子ども家庭局 合計 68,880,907 63,928,709 92.8% 4,145,130 807,068

※市全体 1,190,494,949 1,085,927,315 91.2% 73,647,059 30,920,575

【子ども家庭局決算（歳入）】 （単位：千円）
予算現額 a 収入済額 b 予算現額と収入済額との比較 b-a

１６款 分担金及び負担金 3,376,554 3,399,383 22,829
１項 負担金 3,376,554 3,399,383 22,829

１７款 使用料及び手数料 636,162 576,622 ▲ 59,540
１項 使用料 636,150 576,581 ▲ 59,569
２項 手数料 12 41 29

１８款 国庫支出金 26,202,336 23,434,433 ▲ 2,767,903
１項 国庫負担金 21,999,882 20,612,647 ▲ 1,387,235
２項 国庫補助金 4,202,454 2,821,786 ▲ 1,380,668

１９款 県支出金 8,755,354 8,445,232 ▲ 310,122
１項 県負担金 6,532,597 5,973,684 ▲ 558,913
２項 県補助金 2,222,757 2,471,548 248,791

２０款 財産収入 15,583 14,416 ▲ 1,167
１項 財産運用収入 15,583 14,416 ▲ 1,167

２２款 繰入金 65,983 65,983 0
１項 特別会計繰入金 65,983 65,983 0

２４款 諸収入 535,673 501,129 ▲ 34,544
１項 延滞金加算金及び過料 1,000 1,791 791
３項 貸付金元利収入 9 9 0
６項 雑入 534664 499329 ▲ 35,335

２５款 市債 649,400 468,300 ▲ 181,100
１項 市債 649,400 468,300 ▲ 181,100

子ども家庭局 合計 40,237,045 36,905,498 ▲ 3,331,547
※市全体 619,583,925 552,262,945 ▲ 67,320,980

※子ども家庭局所管分のみ、前年度繰越分を含む

特別会計 （単位：千円）
577,400 728,077 150,677

決算額総計 （単位：千円）
子ども家庭局 合計 40,814,445 37,633,575 ▲ 3,180,870

※市全体 1,190,494,949 1,107,203,110 ▲ 83,291,839

項目

項目



36 

■平成30年度
【子ども家庭局決算（歳出）】
一般会計 （単位：千円、％）

予算現額 a 支出済額 b 執行率 b/a 不用額 a-b-c 翌年度繰越額 c
４款 子ども家庭費 67,625,731 63,594,245 94.0% 3,412,744 618,742
１項１目 職員費 4,559,356 4,491,339 98.5% 68,017 0
２項１目 子ども家庭総務費 7,335,806 6,184,365 84.3% 1,151,441 0
２項２目 子ども家庭支援費 49,820,609 47,355,713 95.1% 1,917,854 547,042

5,288,908 5,027,902 95.1% 261,006 0
598,129 512,003 85.6% 14,426 71,700

３項１目 繰出金 22,923 22,923 100.0% 0 0
１４款 災害復旧費 21,790 9,097 41.7% 1,461 11,232
２項１目 児童福祉施設災害復旧費 21,790 9,097 41.7% 1,461 11,232

子ども家庭局 合計 67,647,521 63,603,342 94.0% 3,414,205 629,974
※市全体 612,983,632 545,369,719 89.0% 42,253,120 25,360,793

特別会計 （単位：千円、％）
486,900 202,117 41.5% 284,783 0

決算額総計 （単位：千円、％）
子ども家庭局 合計 68,134,421 63,805,459 93.6% 3,698,988 629,974

※市全体 1,019,407,489 938,455,114 92.1% 54,443,988 26,508,387
※前年度繰越分を含む

【子ども家庭局決算（歳入）】 （単位：千円）
予算現額 a 収入済額 b 予算現額と収入済額との比較 b-a

１６款 分担金及び負担金 3,426,139 3,496,986 70,847
１項 負担金 3,426,139 3,496,986 70,847

１７款 使用料及び手数料 641,650 563,673 ▲ 77,977
１項 使用料 641,638 563,630 ▲ 78,008
２項 手数料 12 43 31

１８款 国庫支出金 25,712,498 23,754,966 ▲ 1,957,532
１項 国庫負担金 21,890,718 20,850,026 ▲ 1,040,692
２項 国庫補助金 3,821,780 2,904,940 ▲ 916,840

１９款 県支出金 8,837,720 7,883,702 ▲ 954,018
１項 県負担金 6,602,629 5,911,910 ▲ 690,719
２項 県補助金 2,233,487 1,970,297 ▲ 263,190
３項 委託金 1,604 1,495 ▲ 109

２０款 財産収入 15,730 16,771 1,041
１項 財産運用収入 15,730 16,771 1,041

２２款 繰入金 41,615 41,614 ▲ 1
１項 特別会計繰入金 41,615 41,614 ▲ 1

２４款 諸収入 271,853 386,486 114,633
１項 延滞金加算金及び過料 1,000 898 ▲ 102
３項 貸付金元利収入 9 6 ▲ 3
６項 雑入 270844 385582 114,738

２５款 市債 742,000 465,700 ▲ 276,300
１項 市債 742,000 465,700 ▲ 276,300

子ども家庭局 合計 39,689,205 36,609,898 ▲ 3,079,307
※市全体 612,983,632 548,523,456 ▲ 64,460,176

特別会計 （単位：千円）
486,900 755,171 268,271

決算額総計 （単位：千円）
子ども家庭局 合計 40,176,105 37,365,069 ▲ 2,811,036

※市全体 1,019,407,489 955,505,353 ▲ 63,902,136
※前年度繰越分を含む

項目

項目
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■令和元年度
【子ども家庭局決算（歳出）】
一般会計 （単位：千円、％）

予算現額 a 支出済額 b 執行率 b/a 不用額 a-b-c 翌年度繰越額 c
４款 子ども家庭費 70,548,617 67,982,008 96.4% 2,266,644 299,965
１項１目 職員費 4,766,334 4,464,801 93.7% 301,533 0
２項１目 子ども家庭総務費 8,622,136 7,316,909 84.9% 1,305,227 0
２項２目 子ども家庭支援費 51,221,168 50,334,830 98.3% 586,373 299,965

5,107,395 5,058,968 99.1% 48,427 0
817,419 792,335 96.9% 25,084 0

３項１目 繰出金 14,165 14,165 100.0% 0 0
１４款 災害復旧費 11,232 11,231 100.0% 1 0
２項１目 児童福祉施設災害復旧費 11,232 11,231 100.0% 1 0

子ども家庭局 合計 70,559,849 67,993,239 96.4% 2,266,645 299,965
※市全体 614,414,725 546,474,270 88.9% 35,327,052 32,613,403

特別会計 （単位：千円、％）
491,600 286,483 58.3% 205,117 0

決算額総計 （単位：千円、％）
子ども家庭局 合計 71,051,449 68,279,722 96.1% 2,471,762 299,965

※市全体 1,029,639,580 950,236,482 92.3% 45,067,189 34,335,909
※前年度繰越分を含む

【子ども家庭局決算（歳入）】 （単位：千円）
予算現額 a 収入済額 b 予算現額と収入済額との比較 b-a

１６款 分担金及び負担金 2,574,253 2,659,174 84,921
１項 負担金 2,574,253 2,659,174 84,921

１７款 使用料及び手数料 471,149 433,146 ▲ 38,003
１項 使用料 471,137 433,097 ▲ 38,040
２項 手数料 12 49 37

１８款 国庫支出金 26,930,915 26,987,880 56,965
１項 国庫負担金 23,454,159 23,933,558 479,399
２項 国庫補助金 3,476,756 3,054,322 ▲ 422,434

１９款 県支出金 10,012,866 9,486,280 ▲ 526,586
１項 県負担金 7,394,134 7,033,809 ▲ 360,325
２項 県補助金 2,618,673 2,452,338 ▲ 166,335
３項 委託金 59 133 74

２０款 財産収入 15,629 17,925 2,296
１項 財産運用収入 15,629 17,925 2,296

２２款 繰入金 81,281 81,280 ▲ 1
１項 特別会計繰入金 81,281 81,280 ▲ 1

２４款 諸収入 154,903 148,882 ▲ 6,021
１項 延滞金加算金及び過料 1,000 657 ▲ 343
３項 貸付金元利収入 9 6 ▲ 3
６項 雑入 153894 148219 ▲ 5,675

２５款 市債 821,100 584,300 ▲ 236,800
１項 市債 821,100 584,300 ▲ 236,800

子ども家庭局 合計 41,062,096 40,398,867 ▲ 663,229
※市全体 614,414,725 549,895,481 ▲ 64,519,244

特別会計 （単位：千円）
491,600 837,061 345,461

決算額総計 （単位：千円）
子ども家庭局 合計 41,553,696 41,235,928 ▲ 317,768

※市全体 1,029,639,580 966,123,464 ▲ 63,516,116
※前年度繰越分を含む

項目

項目
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第３ 監査対象の選定理由、監査の視点及び監査手続の流れ 
 １ 監査対象の選定理由 
   「第２ 監査対象の概要」を踏まえて、子ども家庭局、保健福祉局及び教育委員会
を監査対象とした。 

 ２ 監査の視点 
   「第１ 監査の概要 ５監査の方法 （１）監査の視点」に記載した監査要点につ
いて、監査を実施した。 

 ３ 監査手続の流れ 
   （１）概要の把握 
    公表されている子ども・子育てに関する条例、規則、要綱及び過去の包括外部監

査の結果等を閲覧した。 
    子ども・子育てに関する支援事業（保育事業含む）の概要を把握するために、子

ども家庭局、保健福祉局及び教育委員会から各種資料を入手し、説明を受けた。 

（２）監査対象とした各所管部署に関する文書等の査閲及び担当者への質問 
    監査対象とした財務事務等について、所管部署の担当者への質問及び関連する文

書の閲覧を行い、市の条例等への準拠性をはじめ各監査要点について検討した。 

所轄部署における文書の査閲及び質問は、以下のとおり実施している。 
    【文書査閲及び質問の実施状況】 

実施期日（令和 2年） 対象部署等 調査内容 
7 月 2日 子ども家庭局 全体概要把握のための予備調査 
7 月 10 日 教育委員会 

保健福祉局 
全体概要把握のための予備調査 

8 月 3日 子ども家庭局 
保健福祉局 

文書の査閲及び質問 

8 月 4   7 日、24 日 子ども家庭局 文書の査閲及び質問 
8 月 25 日 教育委員会 文書の査閲及び質問 

子ども図書館の視察 
8 月 26 日 子ども家庭局 文書の査閲及び質問 
10 月 5日 子ども家庭局 文書の査閲及び質問 
11 月 10   13 日 子ども家庭局 

教育委員会 
保健福祉局 

文書の査閲及び質問 

11 月 19 日 子ども家庭局 文書の査閲及び質問 
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第４ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 
１ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見の概要 
 上述の監査の視点に基づいて実施した監査の結果及び意見の概要は、以下のとおりで
ある。詳細については、次の「２ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見」
で述べる。 

  「監査の結果」は、主として合規性の観点からの指摘事項であり、「監査の意見」
は、指摘事項には該当しないが、必要性、経済性、効率性及び有効性の観点から、監査
人が必要と認めて述べる見解である。 

 （１）所管部署別の監査の結果及び意見の件数 
    所管部署別の監査の結果及び意見の件数は以下のとおりである。 

部 課 結果 意見 
子ども家庭局 子ども家庭部 総務企画課 - 1 件 

監査指導課 - 3 件 
幼稚園・こども園課 2 件 4 件 
保育課 3 件 17 件 

子ども家庭局 子育て支援部 子育て支援課 1 件 7 件 
保健福祉局 障害福祉部 障害福祉企画課 - 1 件 

精神保健福祉課 2 件 3 件 
教育委員会 指導部 指導第一課 - 1 件 

指導第二課 - 1 件 
教育委員会 学校支援部 学事課 - - 
教育委員会 中央図書館  子ども図書館 - 3 件 

合計  8 件 41 件 

（２）所管部署別の監査の結果及び意見の項目 
   所管部署別の監査の結果及び意見の項目は、以下の表のとおりであった。 

所管部署、事業、結果及び意見の項目 ページ 
（１）ア．子ども家庭局 子ども家庭部 総務企画課 43 
 （ア）子育てに関する情報提供の充実・PR 43 

結果 該当なし - 

意見 ①情報誌「北九州市こそだて情報」の利用促進について 44 

（１）イ．子ども家庭局 子ども家庭部 監査指導課 45 
 （ア）指導監査業務 45 

結果 該当なし - 
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意見 ①指導監査ガイドラインの準拠について 46 
②指導監査業務における外部専門家の利用について 48 
③文書保存期間の見直しについて 49 

（１）ウ．子ども家庭局 子ども家庭部 幼稚園・こども園課 52 
 （ア）幼稚園・認定こども園運営事業 52 

結果 ①給付費（委託費）支払通知書の作成誤りについて 54 
意見 ②月次実績報告に関する資料の誤りについて 54 

③処遇改善加算の実績未達について 54 
（イ）幼児教育保育の無償化-実費徴収（副食費）に係る補足給付
を行う事業 

56 

結果 ①委任状の徴収について 56 
意見 該当なし - 
（ウ）私立幼稚園振興助成補助金（学校関係者評価推進事業費） 58 
結果 該当なし - 
意見 ①学校関係者評価の公表状況の確認について 58 
（エ）私立幼稚園振興助成補助金（園庭芝生化モデル事業費・緑
化推進事業費） 

59 

結果 該当なし - 
意見 ①補助金を交付する事業者の決定根拠の明確化について 59 

（１）エ．子ども家庭局 子ども家庭部 保育課 60 
 （ア）保育所運営事業 60 

結果 該当なし - 
意見 ①実績報告資料の誤りについて 61 

②処遇改善加算の実績未達について 62 
③施設機能強化推進費加算の内容について 62 

（イ）地域型保育給付事業 63 
結果 該当なし - 
意見 ①処遇改善加算の実績未達及び管理方法について 64 

②処遇改善等加算Ⅱにおける賃金改善の未実施について 65 
③処遇改善等加算Ⅱの申請要件の順守について 66 
④申請書・実績報告書の記載不備について 67 

（ウ）特別保育事業補助 68 
結果 ①北九州市特別保育事業補助金請求書（地域活動事業）の

添付資料について 
68 
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意見 ②特別保育事業補助金の執行率について 68 
③補助金請求書等の管理について 69 

（エ）保育所整備推進事業 70 
結果 該当なし - 
意見 ①補助金を交付する事業者の決定根拠の明確化について 70 

②中 期的な保育所整備計画について 71 
③直営保育所の整備計画について 73 

（オ）直営保育所の 営化 75 
結果 ①直営保育所の 営化における備品貸与について 75 
意見 ②直営保育所の 営化 続について 76 
（カ）保育所用地の貸付 79 
結果 ①北九州市保育所用地貸付要綱について 79 
意見 ② 営化後の市有財産賃貸借契約書について 79 

③土地の貸付料について 80 
（キ）保育士宿舎借り上げ支援事業 85 
結果 該当なし - 
意見 ①保育士宿舎借り上げ支援事業の在り方について 85 
（ク）保育サービスコンシェルジュ事業 86 
結果 該当なし - 
意見 ①保育サービスコンシェルジュ事業の実施内容について 86 

（２）ア．子ども家庭局 子育て支援部 子育て支援課 87 
 （ア）放課後児童クラブの管理運営 87 

結果 該当なし - 
意見 ①放課後児童クラブの清算について 88 

②放課後児童クラブの余剰金について 88 
③放課後児童クラブの監査について 90 

（イ）  ・  福祉センター運営事業 92 
結果 該当なし - 
意見 ①事業リーフレットの在庫管理及び情報発信方法について 94 

②目標数値について 95 
（ウ）    寡婦福祉資 事業（特別会計） 96 
結果 ①人件費の計上について 96 
意見 ②滞納債権について 97 

③申込時の提出書類について 99 
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（３）ア．保健福祉局 障害福祉部 障害福祉企画課 100 
 （ア）障害児の 期休暇対策事業 100 

結果 該当なし - 
意見 ①障害児の 期休暇対策事業における業務委託への概算払

い及び精算について 
101 

（３）イ．保健福祉局 障害福祉部 精神保健福祉課 104 
 （ア）北九州市発達障害者支援センター事業 104 

結果 ①発達障害支援センター運営事業費の予定価格について 104 
意見 ②支援センター事業における業務委託への概算払い及び精

算について 
105 

（イ）北九州市発達障害者支援モデル事業 108 
結果 ①発達障害支援モデル事業費の予定価格について 108 
意見 ②支援モデル事業における業務委託への概算払い及び精算

について 
109 

（ウ）発達障害児早期支援システム研究事業 112 
結果 該当なし - 
意見 ①アセスメントツール研究事業終了後の運用体制について 112 

（４）ア．教育委員会 指導部 指導第一課 114 
 （ア）子どもの読書活動の推進事業 114 

結果 該当なし - 
意見 ①会計年度任用職員（注、令和元年度までは非常勤嘱託

員）の勤怠管理について 
114 

（４）イ．教育委員会 指導部 指導第二課 115 
 （ア）有害情報等から子どもを守る事業 115 

結果 該当なし - 
意見 ①契約期間（調査実施期間）について 117 

（５）ア．教育委員会 中央図書館 子ども図書館  118 
 （ア）読書通帳事業 118 

結果 該当なし - 
意見 ①通帳の在庫冊数の適正化について 119 

②システムの契約期間について 119 
③対象施設の拡充について 120 
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２ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見 
 （１）子ども家庭局 子ども家庭部 
  ア．総務企画課 
（ア）子育てに関する情報提供の充実・PR 

＜事業概要＞ 
事業目的  育て中の が、 どもの成 に応じた情報をタイムリーに、かつ手軽に

入手できるよう、情報誌「北九州市こそだて情報」や「子ども家庭レポー
ト」を発行するなど、子育てに関する情報の提供を行う。 
当該事業のうち、WEB 広告を活用した市外向け PR では、市外在住の子

育て世代に対し、スマートフォン等で閲覧できる WEB 広告を配信し、市の
子育て環境の魅力を PR する。また、子育て応援パスポート推進事業では、
「子育て応援パスポート」を市内で積極的に PRし、利用推進を図る。 

情報誌「北
九州市こそ
だて情報」
の発行部数
の推移 

※R 元年度は前年度の内容を変更せず「H30 年度・R 元年度版」として発行
した。H30 年度版を配布した家庭への配布がなかったため、R元年度の発行
部数は一時的に減少している。 

子育て応援
パスポート
登録数の推
移 

【子育て応援パスポート登録数の推移】（平成 29年 6月以降） 
◆子育て応援パスポート登録者数 
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◆子育て応援の店登録数 

※出所：市提供資料 

①（意見）情報誌「北九州市こそだて情報」の利用促進について 
【現状】 
市は定期的に「北九州市こそだて情報」を発行しているが、令和 2 年度発行分より大幅

な改訂を実施する予定である。これに伴い、令和元年度には、どのような情報誌であるべ
きか検討を行うため、複数の保護者への聞き取り調査を行っている。 

【意見】 
情報誌の大幅な改訂を行う予定にしているが、当該改訂が十分なものであったかについ

て、発行から一定期間経過後に認知度調査などにより効果測定を行うことが望ましい。 
また、内容の改訂とは別に、「北九州市こそだて情報」を認知してもらうための取り組

みを検討・実施することや、「北九州市こそだて情報」の WEB 媒体への移行や SNS（ソ
ーシャル・ネットワーキング・サービス）等を利用した情報発信を検討することが望まし
い。 
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イ．監査指導課 
 （ア）指導監査業務 
＜事業概要＞ 

事業の 
概要 

社会福祉法人、社会福祉施設及び地域型保育事業（以下「法人・施設等」とい
う。）に対する指導監査は、社会福祉法及び児童福祉法などの関係法令・通知に
基づき、法人・施設運営、事業経営及び利用者の処遇などの指導事項について監
査を行うとともに、運営全般について助言、指導を行うことによって、適正な法
人・施設運営と円滑な事業経営の確保を図ることを目的としている。 
法人・施設等に対する指導監査には、一般監査と特別監査がある。 
一般監査は、法人・施設等に対する指導監査についての関係通知等に基づいて

定期的に実地又は書面による監査を行う。 
特別監査は、不祥事が発生した場合や運営等に著しく問題を有する法人・施設

等を主な対象として随時実施する。 
指導監査の終了後、法 ・施設等の など関係職員の出席を求めて講評を 

う。その際、改善又は是正を要すると認められる事項については、後日その内容
を文書で具体的に指示して改善状況等を報告してもらう。また、必要に応じて職
員を派遣して改善状況等の確認のための監査を行うこともある。 
市では、国の指導監査実施要綱及びガイドラインを踏まえて、北九州市社会福

祉法人及び施設等指導監査実施要綱等を定めて監査を実施している。 

実施 
状況 

令和元年度における監査結果 
■保育所（市直営、市福祉事業団の経営）  
 監査実施：33 施設 指摘の有無：有り１施設 改善状況：１施設対応済み 
■ 間保育所・認定こども園
 監査実施：133 施設 指摘の有無：有り 53施設 改善状況：53施設対応中又
は済み 
■児童養護施設等（児童養護施設、乳児院、   活 援施設）
 監査実施：10施設 指摘の有無：有り４施設（うち特別指導監査１施設）改
善状況：４施設対応済み 
■地域型保育事業（小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭的保育事業） 
 監査実施：66 事業所 指摘の有無：有り 15事業所 改善状況：15 事業所対
応中又は済み 

※出所：「北九州市社会福祉法人及び施設等指導監査実施要綱」並びに市のホームページ
開示情報を基に作成 

社会福祉法人とは、社会福祉法第２条に規定される社会福祉事業を行うことを目的と
して設立された法人である。 
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社会福祉施設とは、社会福祉法第２条に規定された第一種社会福祉事業及び第二種社
会福祉事業の中で、法令により施設としての最低基準が定められているものをいう。 
なお、種別によっては福祉関係の通知・通達に基づいた施設も含まれている。 
地域型保育事業とは、児童福祉法第24条第２項に規定された小規模保育事業、事業所
内保育事業、家庭的保育事業及び居宅訪問型保育事業で、法令・条例により遵守すべき
基準が定められているものをいう。 

①（意見）指導監査ガイドラインの準拠について 
【現状】 
監査指導課における令和元年度の指導監査の監査調書の一部を閲覧した結果、保育所に

て「賞与引当金は該当なし」と監査調書に記載されているものがあった。 
当該保育所における給与規程では期末手当及び勤勉手当を年２回支給する条文は見受け

られ、かつ資金収支計算書において職員賞与 10,996 千円を支出している。 
当該保育所における経理規程では賞与引当金に関する条文が定められており、重要性が

乏しいと認められる場合には計上しないことができるとされている。 

【意見】 
「社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について（平成 29 年４月 27 日付 最終改正令

和元年９月 13 日）」の別紙「指導監査ガイドライン３会計管理（３）会計処理」におい
て、重要性が乏しいことを理由に賞与引当金が計上されていない場合、重要性が乏しいと
判断する理由を確認すること及び賞与引当金の計上の必要性の有無を検討している法人作
成資料を確認することが明記されている。 
また、同ガイドラインにおける「指導監査ガイドラインの留意事項について１（４）」

において「指摘基準に該当しない場合であっても、法人運営に資するものと考えられる事
項については、助言を行うことができること。なお、助言を行う場合は、法人が従わなけ
ればならないものではないことを明確にした上で行うこと。」と定められている。 
このため、指導監査にて重要性が乏しいと判断する理由を確認する必要があるとともに、

法人において計算書類に与える重要性の影響を検討している資料が見受けられない場合、
賞与引当金の検討過程資料を作成し保管するよう助言し、助言した内容を記録に残すべき
であると考える。 
なお、後述「②（意見）指導監査業務における外部専門家の利用について」にて記載し

たように、会計に関する部分など高度な専門的知識を要する事項については、外部専門家
の利用を検討することが望ましい。 
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■参考資料 
社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について（平成 29 年４月 27 日付 最終改正令和

元年９月 13日）の別紙 指導監査ガイドラインより一部抜粋 
3 会計管理 
（１） 会計の原則 
○ 指導監査については、次のとおり行うものとする。 
計算関係書類や会計処理の誤りがないかを確認し、単なる指摘にとどまるだけでは
なく、計算関係書類の内容に誤りがある場合や会計処理が会計基準に則したものでな
い場合には、その原因及び問題点を把握し、法人がどのように改善していくべきかに
ついて、法人と相互理解を図った上で指導を行うべきものであること。また、会計処
理等に誤りが多い法人に対しては、専門家の支援を活用することや会計基準等に関す
る研修会への職員の参加を促すなど法人の状況に応じた助言等の支援を行うことが望
ましい。 
計算関係書類の作成や会計処理等については、会計基準において詳細に定められて
おり、また、専門的な知見を要するものであるため、文書指摘を行う指摘基準は、原
則として、基本的な会計処理等を行っていない場合等とする。 
ガイドラインは、会計基準に定める詳細な会計処理について、全てを網羅するもの
ではないため、指導監査においては、法人が会計基準や経理規程等規程類に従って会
計処理を行っているかについて、ガイドラインに定める事項以外についても確認及び
指導を行うことができるものであるが、指導にあたっては、指摘等の趣旨及び根拠を
明らかにした上で行う。 
 指摘基準 
個別の監査事項の指摘基準に関する違反のほか、指摘基準を記載していない事項を
含め、法人の財務状況を正確に表示しない（問題を隠す等）ことを目的として会計処
理を行った場合や会計基準に則さない会計処理（会計処理の誤りを含む）により計算
書類の内容に重大な影響を与えた場合には、文書指摘を行うこととする。これらに該
当する場合以外には、口頭指摘により改善を求めるとともに、必要に応じて適正な処
理を行うための助言を行う。ただし、過去に口頭指摘により改善を求めた事項につい
て改善が見られない場合にはこの限りではなく、文書指摘を行うことができることと
する。 
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項目 
監査 
事項 

根拠 
チェック 
ポイント 

着眼点、指摘基準、確認書類 

(3) 
会計 
処理 

貸借対
照表 

会計省令第５条
第２項第１号、 
運用上の取扱い 
18 の(２)、(３) 
留意事項 18 の

(２) 

○賞与引
当金を適
正に計上
している
か。 

＜着眼点＞ 
○ 賞与引当金は、法人と職員との雇用関
係に基づき、毎月の給料の他に賞与を支
給する場合において、翌期に支給する職
員の賞与のうち支給対象期間が当期に帰
属する支給見込額を計上する。 
○ 指導監査を行うに当たっては、職員に
対し賞与を支給することとされている場
合に、当該会計年度の負担に属する金額
を当該会計年度の費用に計上し、負債と
して認識すべき残高を賞与引当金として
計上しているかを確認する。 
○ 重要性が乏しいことを理由に賞与引当
金が計上されていない場合、重要性が乏
しいと判断する理由を確認する。 
＜確認書類＞ 
引当金明細書（計算書類の附属明細
書）、賞与引当金に係る会計伝票等、賞
与引当金の計上の必要性の有無を検討し
ている法人作成資料 

②（意見）指導監査業務における外部専門家の利用について 
【現状】 
監査指導課による指導監査業務は事業概要で上述したとおり、市内の 200 超の施設等に

対して同課４名体制で、下表の指導監査実施要綱及びガイドラインを踏まえた北九州市社
会福祉法人及び施設等指導監査実施要綱等に則り監査を実施している。 

名称 備考 

社会福祉法人指導監査実施要綱 
社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について 
（平成 29 年４月 27 日付、最終改正令和元年９月 13
日）の「別添」資料 

指導監査ガイドライン 
社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について 
（平成 29 年４月 27 日付、最終改正令和元年９月 13
日）の「別添」資料 
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市は、保育所等に対し、関連法令並びに上表の要綱等に準拠して指導監査を実施し、関
連する法令等の遵守及び事業の適正な運営の確保に努めている。 
また、保育所等に対して、あらかじめ社会福祉法人指導監査資料の作成を依頼し、法人

及び施設の基礎的情報や質問事項への回答を事前に入手することによって、効率的な指導
監査の実施に当たるとともに、指導監査の一定水準以上の質の確保に努めている。 

【意見】 
当該指導監査を実施するにあたり、福祉に関連する法令、事業及び監査に関する高度な

専門的知識が必要である。例えば、会計処理に関する事項については、複式簿記に加えて
社会福祉法人会計基準等に対する十分な知識と理解が必要である。 
指導監査担当者は様々な業務を抱えており、会計に特化して専門性を高めることは困難

であると考えられる。また、定期的な人事異動があるため、指導監査に必要なそれらの専
門的知識及び理解の蓄積は容易ではないと考えられる。 
指導監査における指導をより強化するため、会計に関する部分など高度な専門的知識を

要する事項については、外部専門家の利用を検討することが望ましい。例えば、法人及び
施設の計算関係書類等の検査又は確認など会計に関する業務を公認会計士又は税理士に外
部委託することを検討する、弁護士、公認会計士、税理士又は指導監査業務に精通したコ
ンサルティング会社等の専門的知識を有する者を任用することを検討する等が考えられる。 

③（意見）文書保存期間の見直しについて 
【現状】 
監査指導課にて指導監査の事前又は監査当日に社会福祉法人側より書面資料を入手して

いる。入手した資料は「北九州市文書管理規則第29条 別表第4種」として、現状３年経
過後に破棄しており、監査指導課において特段の文書保存期間の定めは見受けられない。 

【意見】 
「北九州市社会福祉法人及び施設等指導監査実施要綱 別表１法人一般指導監査の周期」

において、監査周期は適用要件に応じて４年に１回又は５年に１回と定められており、当
該適用要件を充足した監査周期の対象法人（３年から５年）へ変更になる可能性もある。 
また、新型コロナウイルス影響による監査周期の延期の可能性も考慮した場合、入手し

た資料を 5年以上保存するように見直すことが望ましい。 

■参考資料 
北九州市文書管理規則（平成 14年３月 28日規則第 26 号）より一部抜粋 
（定義） 
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。 
（１）文書等 職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、
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磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をい
う。以下同じ。）をいう。 
（文書等の保存期間等） 
第 29 条 文書等の保存種別、保存期間及び保存期間の基準は、別表のとおりとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、法令等に保存すべき期間の定めがある文書等について
は、当該期間を保存期間とすることができる。 
３ 次の各号に掲げる文書等については、前２項の保存期間の満了する日後において
も、当該各号に定める期間が経過する までの間保存期間を延 するものとする。
（１）現に監査、検査等の対象となっているもの 当該監査、検査等の終了するまでの
間 
（２）現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされるもの 当
該訴訟が終結するまでの間 
（３）現に係属している不服申立てにおける手続上の行為をするために必要とされるも
の 当該不服申立てに対する裁決又は決定の日の翌日から起算して１年間 
（４）北九州市情報公開条例(平成 13 年北九州市条例第 42 号)第５条の規定による開示
の請求があったもの 同条例第 11 条第１項又は第２項の決定の日の翌日から起算して
１年間 
（５）その他職務の遂 上保存期間の延 が必要であると認められるもの 当該職務の
遂行上必要とする間 
４ 文書等の保存期間の計算は、事案の処理の完結した日の属する年度の翌年度の４月
１日(保存期間が１年未満である完結文書にあっては、事案の処理の完結した日)から起
算する。ただし、条例等については、事案の処理の完結した日の属する年の翌年の１月
１日から起算する。 
５ 第１項の規定にかかわらず、常時使用する文書等その他特別の理由があると認めら
れる文書等については、文書分類表により、別段の定めをすることができる。 

別表(第 29 条関係) 保存期間区分基準表 
保存種別 保存期間 区分基準 

第 4種 3 年間 1 陳情及び請願に関するもので軽易なもの 
2 告示、公告等に関するもので軽易なもの 
3 許可、認可、承認その他行政処分に関するもので軽易なもの 
4 予算及び決算に関するもの(特に重要、重要及び軽易なものを除く。) 
5 現金の出納に関するもの(重要及び軽易なものを除く。) 
6 照会、回答、通知、報告等に関するもの(重要及び軽易なものを除く。) 
7 その他前各項に掲げるものに準ずるもの 

※出所：「北九州市文書管理規則 別表」を転記 
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■北九州市社会福祉法人及び施設等指導監査実施要綱 
別表１ 法人一般指導監査の周期  

適用要件 監査周期 
法人本部の運営等について、特に大きな問題が認められない法人 ３年に１回を原則 

会計監査人の監査や専門家の活用を図った場合において、その結果等
に基づき法人の財務状況の透明性・適正性が確保されていると判断す
るとき 

活用状況に応じて、以
下の取扱いが可能 

  会計監査人を置く法人 ５年に１回まで延 可
公認会計士又は監査法人による社会福祉法に準じた監査を実施する
法人 

５年に１回まで延 可

  専門家による財務会計の支援を受けた法人 ４年に１回まで延 可

苦情解決への取組が適切に行われており、以下のいずれかの内容に積
極的に取組み、良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めてい
ると判断するとき。 
・福祉サービス第三者評価事業の受審、公表（ISO9001 認証取得施
設も同様とする。） 
・地域社会に開かれた事業運営 
・先駆的な社会貢献活動の取組 

４年に１回まで延 可

上記以外の法人 継続的な実施 
※出所：監査指導課より入手した資料を転記  
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ウ．幼稚園・こども園課 
（ア）幼稚園・認定こども園運営事業 
＜事業概要＞ 

事業の 
概要 

私立幼稚園（新制度対象）や認定こども園の運営費を助成する。 
運営費の助成は施設型給付により行われ、市は各施設からの申請内容を審査

し、支払いを行う。 

実施 
状況 

令和元年度の施設型給付の実施状況は以下のとおりである。 
-市内幼稚園 26園、認定こども園 22園、合計 48 園  
-決算額 38 億円 

※出所：令和元年度に重点的に取り組む「４つの柱」、市提供資料を一部抜粋 

＜施設型給付の基本構造＞ 
 施設型給付は、地域型保育給付の基本構造は「内閣総理大臣が定める基準により算定し
た費用の額」（公定価格）から「政令で定める額を限度として市町村が定める額」（利用
者負担）を控除した額が支給される。 
 公定価格は、子ども一人あたりの教育・保育に通常要する費用を基に算定されており、
「認定区分（1号認定、2号認定、3号認定）」、「保育必要量」「施設の所在する地
域」等を勘案して算定される。市は、公定価格を国の基準に従って、各加算項目を計算し
支給を行っている。 

＜施設型給付の加算項目別実施園数＞ 
令和元年度における新制度幼稚園の施設型給付の支給額は 16 億円（公定価格 17 億円、

利用者負担額1億円）、認定こども園の施設型給付の支給額は23億円（公定価格26億円、
利用者負担額 3億円）、主な加算項目の状況は以下のとおりである。 

毎月の加算項目 幼稚園 26 園のうち 
実施園数 

認定こども園 22園のうち 
実施園数 

処遇改善加算Ⅰ 26 園 22 園 
処遇改善加算Ⅱ 8 園 15 園 
副園 ・教頭配置加算 12 園 18 園 
学級編成調整加配加算 - 16 園 
3 歳児配置改善加算 26 園 21 園 
満３歳児対応加配加算 23 園 19 園 
講師配置加算 6 園 10 園 
チーム保育加配加算 26 園 21 園 
通園送迎加算 24 園 16 園 
給食実施加算 26 園 22 園 
主幹教諭等選任加算 23 園 - 
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子育て支援活動費加算 23 園 - 
療育支援加算 14 園 12 園 
事務職員配置加算 14 園 16 園 
冷暖房費加算 26 園 22 園 
減価償却費加算 - 4 園 
※出所：令和元年度 給付にかかる加算項目一覧表から監査人が集計。 

なお、一度でも加算実績がある園を集計している。 

＜施設型給付の支給に係る事務のスケジュール＞ 
年間スケジュール 

時期 内容 
3 月頃 毎月給付する加算項目の申請 

毎月給付する加算項目についての申請 
処遇改善等加算の暫定版 

5 月頃 処遇改善等加算（詳細版）の認定申請 
令和元年度は国からの通知のタイミングにより 7月に申請されている。 

11 月頃 3 月に給付する加算項目の申請 
3 月に給付する加算項目についての申請 

翌年 5月頃 各種実績報告 
賃金改善の結果や給付した加算項目に係る実績の報告 

※出所：市提供資料を一部抜粋 

月間スケジュール 
時期 内容 
月初 当月給付費の計算 

当月 1日時点の園児数や保育料の情報を基に計算される。 
加算項目の変更がある場合は、変更内容を当月分の給付計算に反映すると
ともに、前月分の給付費の精算が行われる。 

10 日頃 給付費（委託費）支払通知書の送付（市→園） 
20 日頃 給付費の支払（市→園） 

前月分の精算がある場合には精算額も支払われる。 
25 日頃 給付費請求書の返信（園→市） 

当月分の実績報告書の提出（園→市） 
当月 1日時点の情報における園児数、職員数、申請する加算項目の情報
を提出する。これを翌月月初の給付計算の基礎となる。 

※出所：市提供資料を一部抜粋 
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①（結果）給付費（委託費）支払通知書の作成誤りについて 
【現状】 
市は、毎月の実績報告書の内容をシステムに入力し、各月の公定価格が自動計算され、

実際に支出する額を示す決定額を算出している。この結果を取りまとめた給付費（委託費）
支払通知書を園に送付し、精算を行っている。 
給付費（委託費）支払通知書を閲覧したところ、幼稚園からの加算申請を基に算出され

た公定価格の内訳表の表示金額が誤っており、合計金額と一致していないものがあった。 

【指摘事項】 
公定価格が誤って表示された理由は、システムにより自動計算された支払いデータを修

正した際に、公定価格の内訳表にはこの修正前の金額で表示される仕様になっていたこと
が要因とのことであった。 
実際の支払額は決定額を基に支払われているため、支払は適切に行われているとのこと

であるが、当資料は給付決定の根拠となる重要な資料であるため、システム仕様を変更す
る等して正確に作成される必要がある。 
なお、当指摘に対し、市は速やかにシステムの仕様変更を行っており、報告書提出時点

では改善されている。 

②（意見）月次実績報告に関する資料の誤りについて 
【現状】 
毎月の実績報告書を閲覧したところ、加算申請すべき事項の記載が漏れている、申請で

きない事項が申請されている等、園の記載漏れや間違いが多く、市が手書きで修正を行っ
ている形跡が散見された。 

【意見】 
事前に記載方法等の説明会の実施や市から園への質問等により、市は一定の指導的機能

は果たしていると考えられる。しかし、市の把握している情報には限界もあると考えられ
るため、実績報告にあまりに修正が多い園については、市が園に対して事務手続の個別指
導や研修会の実施等によるスキル向上への支援や、指導監査の中に実績報告内容の正確性
を確認する等の対策を検討することが望ましい。 

③（意見）処遇改善加算の実績未達について 
【現状】 
幼稚園及び認定こども園からの処遇改善加算の実績報告を確認したところ、平成30年度

において未達額が 5百万円（幼稚園 8園、認定こども園 1園）発生していた。 
処遇改善の実績が未達となっている理由としては、当初見込みの園児数の増加や職員の

退職等やむを得ない場合もあると考えられるが、翌年度以降も園の職員の処遇が実際に改
善されていない場合は、当該給付の目的が達成されないと考えられる。この点について、
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市に状況をヒアリングしたところ、未達分は一時金等で適切に支払うよう指導しており、
令和元年以降は処遇改善が未達となっている園の調査を行うとのことであった。 

【意見】 
処遇改善の実行責任は加算申請をした園にあると言えるものの、市としては事後的な調

査のみならず、未達にならないような事前の対策を行うことが望ましい。そのような指導
を行っている中で、処遇改善加算を申請していながら未達が続いている園については、当
該給付の申請を受けるにあたり市として慎重に検討することが望ましい。 
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 （イ）幼児教育保育の無償化-実費徴収（副食費）に係る補足給付を行う事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65 号）第 30 条の 5第 3 項に規

定する施設等利用給付認定に係る保護者（以下「施設等利用給付認定保護
者」という。）に係る施設等利用給付認定子ども（満 3歳以上のものに限
る。）のうち、低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定子ども・子
育て支援を受けた場合において、当該施設等利用給付認定保護者が支払うべ
き副食材料費（以下「副食費」という。）の一部を補助することにより、こ
れらの者の円滑な特定子ども・子育て支援等の利用が図られ、もってすべて
の ども健やかな成 を 援することを 的とする。 

実施方法 実施方法は、補助対象者に係る副食費の一部を軽減して徴収又は免除する
実施事業者に対して、市が当該軽減又は免除した額に相当する額を補助する
方法とする。ただし、児童一人当たりの月額の上限は 4,500 円とする。 

申請手続 補助金の交付を受ける実施事業者は、次に掲げる手順で書類の取りまと
め、提出を行わなければならない。 
「子育てのための施設等利用給付認定・給付申請書（法第 30条の 4第
1 号）兼副食費の施設による徴収に係る補足給付費交付申請書」（様式
1）を全在籍保護者から取りまとめ市に提出すること。 
子育てのための施設等利用給付認定・給付申請書兼副食費の施設による
徴収に係る補足給付費交付申請書により市が判定を行い、申請保護者及
びその補助対象の可否を実施事業者に通知する。当該通知をもって、実
施事業者は申請保護者に対してその結果を通知すること。また、併せて
当該通知結果に基づき副食費の免除を行うこと。 
「北九州市実費徴収（副食費）に係る補足給付事業補助金交付申請書」
（様式 2）に必要書類を添えて、市 に提出すること。

委任 実施事業者は、補助金の交付申請、請求及び精算等に関する事項を一般社
団法 北九州市私 幼稚園連盟会 に委任することができる。

※出所：「北九州市実費徴収（副食費）に係る補足給付事業補助金交付要綱」 

①（結果）委任状の徴収について 
【現状】 
 市は、実費徴収（副食費）に係る補足給付事業を行うにあたり、北九州市実費徴収（副
食費）に係る補足給付事業補助金交付要綱第13条に定める委任を適用し、すべての実施事
業者から 般社団法 北九州市私 幼稚園連盟会 を代理 と定め、令和元年度の市に対
する実費徴収（副食費）に係る補足給付事業補助金の申請、精算等に関する一切の権限の
委任、また、補助 の請求、受領等に関して、 ども家庭局幼稚園・こども園課 に委任
する委任状を徴収することとしているにもかかわらず、1 実施事業者から委任状の徴収漏
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れが発生していた。 

【指摘事項】 
 委任状の徴収状況を確認したところ、1 実施事業者から委任状の徴収漏れが発生してい
た。市は、実費徴収（副食費）に係る補足給付事業を行うにあたり、すべての実施事業者
から委任状を徴収したうえで補助金の交付決定を行うこととしている。 
 徴収漏れとなっている実施事業者については、委任状が無いにもかかわらず一般社団法
 北九州市私 幼稚園連盟会 及び ども家庭局幼稚園・こども園課 が実費徴収（副 
費）に係る補足給付事業に関する手続を代理している状況となっているため、すべての実
施事業者から漏れなく委任状を徴収する必要がある。



58 

 （ウ）私立幼稚園振興助成補助金（学校関係者評価推進事業費） 
＜事業概要＞ 
事業目的 北九州市私立幼稚園学校関係者評価推進事業補助金（以下、「評価推進事業

補助 」とする。）は、保護者や地域住 等の学校関係者による評価「学校関
係者評価」の実施率を向上させ、すべての教育・保育施設の質の向上を図るた
め、評価実施に係る経費を補助することを目的とする。 

補助内容 幼稚園において、文部科学省「幼稚園における学校評価ガイドライン」等に
基づき、保護者その他の関係者による評価を実施し、その結果をホームペー
ジ・広報誌への掲載、関係者への説明等により広く公表する。 

※出所：北九州市私立幼稚園振興助成補助金交付基準 

①（意見）学校関係者評価の公表状況の確認について 
【現状】 
この評価推進事業補助金は申請があった幼稚園に対して１園あたり 60,000 円を交付する

とされており、令和元年度は 48園に対して合計 2,880,000 円の補助金を交付している。各
園は評価実施に要した費用の精算書及び評価書を市に提出しており、市は評価が適切に実
施されていることを確認している。 

【意見】 
北九州市私立幼稚園振興助成補助金交付基準（学校関係者評価推進事業費）で「その結

果をホームページ、広報誌への掲載、関係者への説明等により広く公表するための費用を
一部補助する。」とされているが、結果の公表については各園の自主性に一任されてお
り、公表しているか否かについて市は確認していない。第三者評価の結果を広く公表する
ために必要となる費用を一部補助する目的であるため、市は各園の結果の公表状況につい
ても確認し、各園の公表状況が統一的な水準で行われるよう促すことが望まれる。 

＜北九州市私立幼稚園振興助成補助金交付基準（学校関係者評価推進事業費）＞ 
１ 交付基準及び交付額の決定 
（１）学校関係者評価推進事業 
 補助金は、幼稚園（子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 27 条第１項
の規定による確認を受けた幼稚園を除く。以下同じ）において、学校教育法施行規則
（昭和 22 年文部省令第 11 号。以下「規則」という。）第 39条において準用する規則
第 67 条の規定により保護者その他の関係者（幼稚園職員を除く。）による評価を実施
し、その結果をホームページ・広報誌への掲載、関係者への説明等により広く公表する
ために必要となる費用の一部補助とする。 
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（エ）私立幼稚園振興助成補助金（園庭芝生化モデル事業費・緑化推進事業費） 
＜事業概要＞ 
事業目的 北九州市私立幼稚園振助成補助金（園庭芝生化モデル事業費）（以下、「園

庭芝生化モデル事業補助金」とする。）は、私立幼稚園等において、園庭を芝
生化することにより、より幼児教育環境の充実を図ることを目的とする。 
北九州市私立幼稚園振助成補助金（緑化推進事業費）（以下、「緑化推進事

業補助金」とする。）は、私立幼稚園等において、緑化推進することにより、
幼児教育環境の充実を図ることを目的とする。 

補助金額 園庭芝生化モデル事業補助金は各幼稚園の園庭の芝生化に係る費用の一部補
助とし、１園あたりの限度額を 130万円とする（補助率：10/10）。 
緑化推進事業補助金は各幼稚園施設の緑化推進に係る費用の一部補助とし、

１園あたりの限度額を 97万５千円とする（補助率：10/10）。 
※出所：北九州市私立幼稚園振興助成補助金交付基準 

①（意見）補助金を交付する事業者の決定根拠の明確化について 
【現状】 
令和元年度にそれぞれ１園を対象として、補助金を交付している。補助金を交付する事

業者は幼稚園連盟を通じて決定しているが、決定の経緯が事後的に確認できる資料が作
成・保管されていない。 

補助金 事業者 補助金額 
園庭芝生化モデル事業補助金 1 園 936,900 円 
緑化推進事業補助金 1 園 975,000 円 

【意見】 
 補助金を交付する事業者の決定の公正性を担保し、今後の補助金の必要性（予算の拡
充、削減）の判断に資するため、事業年度の希望幼稚園の状況及び重視した選定理由等の
検討過程を記録報告できる資料を作成・保管することが望ましい。 
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エ．保育課 
（ア）保育所運営事業 
＜事業概要＞ 

事業の 
概要 

仕事と子育ての両立支援を推進するため、保育を必要とする子どもは誰でも保
育所に入所でき、多様なニーズに応えながら、子どもの健やかな育成を支援する
保育サービスの実現を図る。 

実施 
状況 

令和元年度の保育所運営事業の実施状況は以下のとおりである。 
-保育所 146所  
-決算額 169億円 

※出所：令和元年度に重点的に取り組む「４つの柱」 

＜施設型給付の加算項目別実施所数＞ 
令和元年度の保育所の施設型給付の支給額は 166 億円あり、主な加算項目の状況は以下

のとおりである。 
なお、保育所は保育料を市が直接徴収しているため公定価格が施設型給付として支給さ

れている。 

毎月の加算項目 
保育所 146 所のうち 

実施所数 
処遇改善加算Ⅰ 146 所 
処遇改善加算Ⅱ 143 所 
所 設置加算 145 所 
冷暖房加算 146 所 
3 歳児配置改善加算 141 所 
夜間保育加算 1 所 
減価償却費加算 2 所 
チーム保育推進加算 24 所 
主任保育士専任加算 139 所 
療育支援加算 11 所 
事務職員雇上費加算 146 所 
入所児童処遇特別加算 80 所 
施設機能強化推進費加算 146 所 
小学校接続加算 106 所 
栄養管理加算 86 所 
休日保育加算 7 所 
※出所：市提供資料 
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＜施設型給付の支給に係る事務のスケジュール＞ 
年間スケジュール 

時期 内容 
5 月頃 処遇改善等加算の認定申請 
7 月頃 毎月給付する加算項目の申請 
11 月頃 3 月に給付する加算項目の申請 

3 月に給付する加算項目についての申請 
翌年 3月頃 加算項目に係る実績の報告 
翌年 5月頃 賃金改善の実績報告 
※出所：市提供資料を一部抜粋 

月間スケジュール 
時期 内容 

月初 当月給付費の計算 
当月 1日時点の園児数や保育料の情報を基に計算される。 
加算項目の変更がある場合は、変更内容を当月分の給付計算に反映
するとともに、前月分の給付費の精算が行われる。 

10 日頃 給付費（委託費）支払通知書の送付（市→保育所） 
20 日頃 給付費の支払（市→保育所） 

前月分の精算がある場合には精算額も支払われる。 
25 日頃 給付費請求書の返信（保育所→市） 

当月分の実績報告書の提出（保育所→市） 
当月 1日時点の情報における園児数、職員数、申請する加算項目の
情報を提出する。これを翌月月初の給付計算の基礎となる。 

※出所：市提供資料を一部抜粋 

①（意見）実績報告資料の誤りについて 
【現状】 
平成30年度の実績報告書を閲覧したところ、加算申請すべき事項の記載が漏れている、

申請できない事項が申請されている等、保育所の報告漏れや間違いが多く、市が手書きで
修正を行っている形跡が散見された。 

【意見】 
事前に記載方法等の説明会の実施や市から保育所への質問等により、市は一定の指導的

機能は果たしていると考えられる。しかし、市の把握している情報には限界もあると考え
られるため、実績報告にあまりに修正が多い保育所については、市が保育所に対して事務
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手続の個別指導や研修会の実施等によるスキル向上への支援や、指導監査の中に実績報告
内容の正確性を確認する等の対策を検討することが望ましい。 

②（意見）処遇改善加算の実績未達について 
【現状】 
 保育所からの実績報告を確認したところ、職員の処遇改善が平成30年度の実績確認で未
達となっている保育所が複数存在していた。 

＜平成 30 年度賃金改善実績の未達状況＞ 
処遇改善等加算Ⅰ 処遇改善等加算Ⅱ 

施設数 未達金額 施設数 未達金額 

69 所 62,393,387 円 79 所 11,480,990 円 
※出所：市提供資料より監査人が集計 

保育所が処遇改善を行うと申請した内容が未達となっている理由としては、当初見込み
の園児数の増加や職員退職などやむを得ない場合もあると考えられるが、翌年度以降も保
育所の職員の処遇が実際に改善されていない場合は、当給付の目的が達成されないと考え
られる。市に状況をヒアリングしたところ、未達分は一時金等で適切に支払うよう指導し
ており、令和元年以降は処遇改善が未達となっている保育所の調査を行うとのことであっ
た。 

【意見】 
処遇改善の実行責任は加算申請をした保育所にあると言えるものの、市としては事後的

な調査のみならず、未達にならないような事前の対策を行うことが望ましい。そのような
指導を行っている中で、処遇改善加算を申請していながら未達が続いている保育所につい
ては、当該給付の申請を受けるにあたり市として慎重に検討することが望ましい。 

③（意見）施設機能強化推進費加算の内容について 
【現状】 
施設機能強化推進費加算は園の防災機能の強化を目的として、保育所が行った防災に関

連する支出を加算の対象としている。当該加算の申請資料を閲覧したところ、パソコン、
デジタルカメラ、プリンター、会議用テーブル等、一見防災との直接的な関係性が不明な
支出が申請されていた。 

【意見】 
主な目的が防災に関係ない使用となっていないか慎重に判断するため、具体的な使用方

法や実際の使用状況等について申請書類や実績報告書への記載を求めることが望ましい。 
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（イ）地域型保育給付事業 
＜事業概要＞ 
事業内容  年度途中の入所が困難な 3歳未満児の保育ニーズに対応するため、小規模保

育事業及び事業所内保育事業を実施する事業所の運営費を助成する。 
 運営費の助成は施設型給付により行われ、市は各施設からの申請内容を審査
し、支払いを行う。 

 実施状況 令和元年度の地域型保育給付事業の実施状況は以下のとおりである。 
-小規模 45 か所、事業所内 7か所、合計 52か所 
-決算額 18.5 億円 

※出所：令和元年度に重点的に取り組む「４つの柱」、市提供資料（一部抜粋） 

＜施設型給付の加算項目別実施所数＞ 
 令和元年度の小規模保育事業を実施する小規模保育事業所の施設型給付の支給額は 15.6
億円（公定価格 17.7 億円、利用者負担額は 2.1 億円）、事業所内保育事業を実施する事業
所内保育事業所の施設型給付の支給額は 2.3 億円（公定価格 2.5 億円、利用者負担額 0.2
億円）であり、主な加算項目の状況は以下のとおりである。 

毎月の加算項目 小規模 45 か所のうち 
実施施設数 

事業所内 7か所のうち 
実施施設数 

処遇改善加算Ⅰ 45 か所 7 か所 
処遇改善加算Ⅱ 40 か所 5 か所 
管理者設置加算 42 か所 4 か所 
障害児保育加算 3 か所 2 か所 
減価償却費加算 4 か所 4 か所 
賃借料加算 28 か所 2 か所 
冷暖房費加算 45 か所 7 か所 
栄養管理加算 18 か所 5 か所 
※出所：令和元年度 給付にかかる加算項目一覧表から監査人が集計。 

なお、一度でも加算実績がある施設を集計している。 

＜地域型保育給付費の支給に係る事務のスケジュール＞ 
年間スケジュール 
時期 内容 

6 月頃 処遇改善等加算の申請書の提出依頼 
7 月頃 処遇改善等加算の申請書の回収及び審査 
8 月頃 加算申請書（処遇改善等加算以外の加算）の提出依頼 
9 月頃 加算申請書（処遇改善等加算以外の加算）の回収及び審査 
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11 月頃 前年度の処遇改善等加算の実績報告書の提出依頼 
12 月頃 前年度の処遇改善等加算の実績報告書の回収及び審査 
※出所：市提供資料（一部抜粋） 

月間スケジュール 
時期 内容 

前 末  初 当月給付費の計算 
11 日頃 給付費（委託費）通知書の送付（市→事業所） 
20 日頃 給付費の支払（市→事業所） 

給付請求書の返信（事業所→市） 
※出所：市提供資料（一部抜粋） 

①（意見）処遇改善加算の実績未達及び管理方法について 
【現状】 
 処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱ実績報告書において、加算実績が未達となっている地域型保育事
業所（家庭的保育事業を除く）が複数生じていた。具体的には、平成30年度の賃金改善実
績報告書において、処遇改善等加算Ⅰにおける未達が生じている地域型保育事業所（家庭
的保育事業を除く）が24か所、処遇改善等加算Ⅱにおける未達が生じている地域型保育事
業所（家庭的保育事業を除く）が 29か所存在した。 
地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）が処遇改善を行うと申請したにもかかわら

ず、職員の処遇が実際に改善されていない場合は、当該給付の目的が達成されないと考え
られる。この点について、市に状況をヒアリングしたところ、未達が生じていた地域型保
育事業所（家庭的保育事業を除く）に対して市は、翌期以降に保育士等への追加支給等の
対応を行うよう指導を行っており、対応結果についても事後的に報告を受けているとのこ
とであった。 
このような対応の中、未達が生じている地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）を

まとめた資料などはなく、確認するためには過年度の実績報告書を個々に確認しなければ
ならない状態である。 

＜平成 30 年度賃金改善実績報告書における未達状況＞ 
処遇改善等加算Ⅰ 処遇改善等加算Ⅱ 

施設数 未達金額 施設数 未達金額 

24 か所 14,136,413 円 29 か所 4,055,630 円 
※出所：平成 30年度賃金改善実績報告書より監査人が集計 
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【意見】 
処遇改善の実行責任は加算申請をした地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）にあ

ると言えるものの、市としては事後的な調査のみならず、未達にならないような事前の対
策を行うことが望ましい。そのような指導を行っている中で、処遇改善等加算を申請して
いながら未達が続いている地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）については、当該
給付の申請を受けるにあたり市として慎重に検討することが望ましい。 
また、処遇改善等加算についての各地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）の状況

を総括的に把握するために、当該事項をまとめた資料を作成することが望ましい。当該資
料の作成は、担当者の異動による引継ぎなどにも有用であると考えられる。 

②（意見）処遇改善等加算Ⅱにおける賃金改善の未実施について 
【現状】 
平成30年度の賃金改善実績報告書を確認したところ、処遇改善等加算Ⅱの給付対象とな

っているものの実際に賃金改善が行われていない施設が存在した。具体的には、保育従事
者 3 名の賃金改善に対し処遇改善等加算Ⅱの申請が行われ、当該申請に対し市から約 124
万円が給付されていたが、賃金改善実績がゼロ円であった。 
対象となった施設は平成30年 4月に開所しており、開所初年度という事情により市から

施設に対する処遇改善等加算Ⅱの初回給付は11月であった。そのため、施設側においても
資金繰りの理由により、市からの給付があるまでは処遇改善が図られなかった。 
それに加えて、処遇改善加算の対象となった職員 3 名について、2 名が 12 月に退職、1

名が翌年 2 月に退職することになったため、職員に対して賃金改善を図ることができなか
ったとのことである。 
なお、当該未達額は、翌期に適切に職員へ支払われていることを確認している。 

【意見】 
国による通知では、処遇改善等加算Ⅱの対象職員が休業等となった場合、代理の職員の

発令等が難しい場合には、別途代理の職員の発令等は行わず、発令を行っていない施設職
員に分配することや一時金として支払うこと、翌年度の賃金改善に充てることに問題はな
いとされている。 
この点及び市から施設への初回給付が 11 月であったことを踏まえると、12 月退職者は

ともかく翌年 2月退職者に対しては在籍中に賃金改善を行うことができたと考えられる。  
もし仮に退職者に賃金改善を行うことが難しかったとしても、他の職員に分配するとい

う対応も考えられたはずである。 
本ケースでは、開所初年度に加えて、退職者の発生といった特殊事情はあるが、施設と

して何らかの賃金改善が図れたと考えられる。市としては、各施設担当者に対する説明会
や申請時における説明等において、手続の説明のみならず当該事業の目的の説明を行う等、
各施設担当者の当該事業への理解が深まるような方策を検討することが望ましい。 
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＜処遇改善等加算Ⅱの対象職員が休業等となった場合の対応＞ 

※出所：「技能・経験に応じた追加的な処遇改善（処遇改善等加算Ⅱ） に関するよくある
ご質問への回答（一部改訂令和 2年 10 月 1日）」より一部抜粋 

③（意見）処遇改善等加算Ⅱの申請要件の順守について 
【現状】 
処遇改善等加算Ⅱの申請には基本給の増額又は新設等がわかる給与規定の提出が求めら

れており、整備が出来ていない場合は給与規則等の賃金体系を定めることなどを記載した
確約書の提出を求めている。平成30年度及び令和元年度の申請書類を閲覧したところ、当
該確約書を 2 年連続で提出している地域型保育事業所（家庭的保育事業を除く）が 7 施設
あった。 

区 施設数
小倉南区 2 
若松区 2
八幡東区 1
 幡 区 2
合計 7
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【意見】 
確約書を提出した施設に対しては、翌年度以降に整備が適切に進められているかの確認

を実施することが望ましい。なお、令和 2 年度現在において、上記 7 施設について前述の
給与規定の整備は完了している。 

＜処遇改善等加算Ⅱ申請書類の記載要領＞（平成 31年度版） 
（その他の添付資料） 
（２）基本給の増額又は手当の新設等がわかる給与規定を提出すること。 
   ※平成 31 年度新設施設等での加算Ⅱに対応した職務等の整備が出来ていない場合

は、様式C「確約書」を提出すること。 
※出所：「処遇改善等加算Ⅱ申請書類の記載要領（平成 31 年度版）」 

＜様式 C＞  
様式 C 

確  約  書 
年  月  日 

北九州市  殿 
住所

氏名又は名称       印 
代表者

 処遇改善等加算Ⅱの適用を受けるにあたり、当該年度中に加算対象職員に対し、立場
（副主任保育士、専門リーダー、職務分野別リーダー及びこれらに相当するもの）に応
じた発令や職務命令を行うと伴に、職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要
件及びこれに応じた給与規則等の賃金体系を定め、全ての施設・事業所職員に周知する
ことを確約いたします。 
※出所：市提供資料 

④（意見）申請書・実績報告書の記載不備について 
【現状】 
各種申請書及び処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱの実績報告書において、日付の記載がないものが

散見された。 

【意見】 
各書類において日付は、各種申請を行った時点を示す、また実績報告義務を果たした時

点を示す重要な情報である。そのため、受付段階で改善を求めることが望ましい。 
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（ウ）特別保育事業補助 
<事業概要> 
事業目的 特別保育事業（障害児保育事業、延 保育事業、 時保育事業、保育 加

配事業、調理員加配事業、地域活動事業）に要する経費の一部を補い、保育
活動の充実を図ることを目的とする。 

対象 補助の対象は、特別保育事業（「北九州市障害児保育事業実施要綱」に基
づく障害児保育事業、「北九州市延 保育事業実施要綱」に基づく延 保育
事業、「北九州市保育所地域活動事業実施要綱」に基づく保育所地域活動事
業、「北九州市一時保育事業実施要綱」に基づく一時保育事業、「北九州市
保育士加配事業実施要綱」に基づく保育士加配事業、「北九州市調理員加配
事業実施要綱」に基づく調理員加配事業）を実施する保育所等である。 

①（結果）北九州市特別保育事業補助金請求書（地域活動事業）の添付資料について 
【現状】 
 地域活動事業費のうち特別保育推進事業の補助として年限度額 50 万円が設定されてい
る。補助金の請求にあたり、事業内容及び費用について「事前に保育課に提出して、承認
を得られたものと同じもの」を北九州市特別保育事業補助金請求書に添付する必要がある
が、添付されていない。 

【指摘事項】 
 補助金の適切な執行のためには、補助の対象となる事業の内容及びかかった費用につい
て適切に把握する必要がある。この点、市では補助金請求書記載の金額が正しいものとし
て取り扱っている。しかし、補助金の請求にあたり、必要書類が具備されていることは最
低限必要なことであり、「北九州市特別保育事業補助金交付要綱」においても、補助金の
申請にあたり関係書類の添付が必要とされていることから、補助金の請求にあたり、必要
な資料の具備状況は確認すべきである。 

②（意見）特別保育事業補助金の執行率について 
【現状】 
 特別保育事業補助金について各年度の予算と実績は以下のとおりである。 
<一般社団法人北九州市保育所連盟分>                 （単位：円） 

年度 ①予算 ②実績 戻入額（①-②） 執行率（②/①） 
平成 29 年度 567,139,500 507,610,122 59,529,378 89.5% 
平成 30 年度 541,887,200 481,287,276 60,599,924 88.8% 
令和元年度 540,530,500 466,505,015 74,025,485 86.3% 



69 

<社会福祉法人北九州市福祉事業団分>                 （単位：円） 
年度 ①予算 ②実績 戻入額（①-②） 執行率（②/①） 

平成 29 年度 114,349,150 96,862,800 17,486,350 84.7% 
平成 30 年度 112,437,400 91,954,266 20,483,134 81.8% 
令和元年度 113,150,110 90,592,880 22,557,230 80.1% 

 戻入額は増加傾向にあり、それに伴い執行率については低下傾向にある。 

【意見】 
 市の特別保育事業補助金については、ⅰ障がい児保育事業補助、ⅱ保育士加配事業補助、
ⅲ延 保育事業補助、ⅳ食物アレルギー児対応のための調理員加配補助、ⅴ一時保育事業
補助、ⅵ地域活動事業補助からなる。 
 このうち戻入額が比較的多額なものは、ⅰ障がい児保育事業補助及びⅱ保育士加配事業
補助である。どちらの事業も将来の見通しが立てづらいことや、保育所側で補助金をうま
く活用できなかったこと等の理由により戻入額が増加したとのことである。 
 予算編成の精度を高め、不用額を圧縮することも必要であると考えられるが、保育所側
で補助金をうまく利用できる環境を整備していくことも望まれる。 

③（意見）補助金請求書等の管理について 
【現状】 
 各保育所等は、北九州市特別保育事業補助金の申請、請求、受領、実績報告及び精算に
関する一切の権限を一般社団法人北九州市保育所連盟に委任している。 
 委任を受け一般社団法人北九州市保育所連盟は補助金請求書等の審査を行っているが、
補助金請求書等が保育所連盟に保管されており、市で補助金請求書の内容を確認すること
ができない。 

【意見】 
 一般社団法人北九州市保育所連盟委任分については補助金請求書が市に保管されていな
いため、補助金請求金額の妥当性や添付書類の具備状況等をチェックすることができない。 
 また、実際に、市がチェックしたという事実も見受けられなかった。 
 今後においては、市が（一部のサンプルでも）補助金請求書等の内容を確認するような
体制を構築することが望まれる。 
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（エ）保育所整備推進事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 待機児童解消及び老朽化した施設の保育環境改善のため、社会福祉法人等が

整備する保育所に対し北九州市 間保育所整備補助 （以下「保育所整備補助
金」とする。）を交付することを目的とする。 

補助内容 保育所の創設、改築、増改築等の施設整備事業で国の保育所等整備交付金要
綱（以下「国交付金要綱」という）に該当するものを対象としている。保育所
整備補助金の交付対象事業者は国の保育所整備補助金と合わせて交付を受ける
こととなっている。 

※出所：北九州市 間保育所整備補助 交付要領

①（意見）補助金を交付する事業者の決定根拠の明確化について 
【現状】 
 建替え資金（法人負担分）や土地の確保の見込みのある法人の中から、老朽化や待機児
童の状況を踏まえ優先順位をつけながら、施設設備の実現性の高い保育所について、予算
計上を行っている。なお、市によれば、老朽化の状況を踏まえ、建替え資金や土地の確保
ができている保育所については、極力、予算を確保するように努めているとのことである。 
直近 3事業年度において補助金を交付した事業者及び交付金額は次表のとおりである。 

<直近 3事業年度の実績>  

事業年度 施設名称 
交付金額（国） 実質経費 ※1 
交付金額（市） 基準経費 ※2 

平成 29 年度 

保育所 A 
158,478,000 円 373,588,281 円 
19,809,000 円 237,717,000 円 

保育所 B 
149,615,000 円 278,263,455 円 
18,701,000 円 224,422,500 円 

保育所 C 
121,630,000 円 225,048,466 円 
15,203,000 円 182,445,000 円 

保育所D 
180,102,000 円 291,101,835 円 
23,271,000 円 271,764,000 円 

平成 30 年度 保育所 E 
163,611,000 円 340,845,160 円 
20,451,000 円 245,416,500 円 

令和元年度 
保育所 F 

89,949,000 円 413,765,000 円 
11,244,000 円 269,848,500 円 

保育所G 
169,105,000 円 367,873,000 円 
62,019,000 円 371,613,219 円 
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保育所H 
100,550,000 円 441,408,000 円 
12,569,000 円 301,651,500 円 

※出所：事業実績報告書 
※1：工事契約額 
※2：補助金の計算基準額であり、国交付要領で定める算定基準に基づく金額 

【意見】 
市によれば、老朽化の状況を踏まえ、建替え資金や土地の確保ができている保育所につ

いては、極力、予算を確保するように努めているとのことであるが、補助金を交付する事
業者の決定の公正性を担保し、今後の補助金の必要性（予算の拡充、削減）の判断に資す
るため、対象事業年度の希望保育所の状況及び重視した選定理由等の検討過程を記録報告
できる資料を作成することが望ましい。 

<直近 3事業年度の選定理由> 
年度 施設名称 建築年度 経過年数 重視した理由 

平成 29 年度 

保育所 A S29 年 築 63 年 老朽化、定員増 
保育所 B S45 年 築 47 年 老朽化、定員増 
保育所 C S45 年 築 47 年 老朽化、定員増 
保育所D S48 年 築 44 年  朽化、 営化

平成 30 年度 保育所 E S48 年 築 45 年 老朽化、定員増 

令和元年度 
保育所 F S46 年 築 48 年 老朽化、定員増 
保育所G S54 年 築 40 年  朽化、定員増、 営化
保育所H S53 年 築 41 年 老朽化、定員増 

※出所：市にヒアリング 

②（意 ）中 期的な保育所整備計画について
【現状】 
市は 間の保育所に対して待機児童対策及び 朽化改築（概ね築40年）に関する意向調

査を定期的に実施しており、築年数が 40 年を超える保育所を下記のとおり 44 施設と把握
している。うち、6 施設は特に老朽化が進んでいる状況で、対応の必要性が高いと認識し
ている。意向調査は「元気発進！子どもプラン（第 2 次計画）」に基づいて行っており、
書面調査、保育課によるヒアリングを行うほか、補助金の対象となるために必要な条件及
び判断基準も説明している。 



72 

<築年数が 40 年を超える 間保育所の状況> 
区 保育所の数 

門司区 6 施設 
小倉北区 9 施設 
小倉南区 15 施設 
若松区 3 施設 
八幡東区 1 施設 
 幡 区 10 施設 
 畑区 - 
合計 44 施設 

※出所：市提供資料（令和 2年調査） 

<補助金の要件及び判断基準> 
【優先順位】 
1．建物の状況 
  耐震不可＞老朽化 
2．周辺地区の待機児童の状況 
  待機児童数や未入所児童数の多い区や地区を優先に選定する。 
【判断基準】 
1．建替資金の確保 
  補助金を除く法人負担（総事業費の 10%以上）の資金確保ができているかを財務諸
表等で確認する。 

2．土地の確保 
  土地の確保において、優先順位をつけて選定する。また、他者の土地を利用し建替
えを検討している場合は、法人から地権者の一定の同意を得た旨の書類を提出させ
る。 
＜優先順位＞ 
① 建替えにあたり土地を確保している法人（現地建替、法人所有の土地を有して
いる等） 

② 建替えにあたり土地を賃貸する法人で、地権者から土地を賃借することの同意
を得ている法人 

3．周辺の地域住 の了解（移転等、現地以外を利 して建替えを う場合）
  少なくとも地域の役員（ 治会 、町内会 等）に事前に了解を得ていることが確
認できる書類を提出させる。 

4．法人の意思決定 
  法人内部の理事会等において、意思決定が行われていることを確認する。 
※出所：保育所等児童福祉施設の新設・建替えに係る予算計上のあり方について 
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【意見-その１】 
保育所整備補助金を交付する事業者は上記の要件及び判断基準に基づいて決定されるた

め、老朽化の状況のみで決定することはできない。一方、保育所整備補助金は保育環境の
改善を目的とすることから、老朽化が進んだ施設については、早急に改築等による保育環
境の改善を促すことが望まれる。 
市が特に老朽化への対応の必要性が高いと認識している施設については、ヒアリングを

行い、施設ごとに保育環境改善に関する法人の意思、課題となっている要件について記録
しているようであるが、特に、資金の確保に課題のある法人についての対応計画について
も記録報告し、保育環境の改善計画を策定・実行することが望まれる。 

【意見-その 2】 
市によれば、老朽化の状況を踏まえ、建替え資金や土地の確保ができている保育所につ

いては、極力、予算を確保するように努めているとのことであるが、市内の保育所は 166
施設あり前述の施設以外についても老朽化が進んでいく施設も増加すると考えられる。 
そのため、現状の予算規模で市が目的とする保育環境の充実を達成できるかを検証し、

中 期的な保育環境の改善計画を策定・実 することが望まれる。

区 保育所の数 
門司区 18 施設 
小倉北区 34 施設 
小倉南区 38 施設 
若松区 14 施設 
八幡東区 13 施設 
 幡 区 38 施設 
 畑区 11 施設 
合計 166 施設 

※出所：北九州市保育所連盟（令和 2年 3月末） 

③（意見）直営保育所の整備計画について 
【現状】 
 直営保育所（指定管理者が運営する保育所を含む）は 24施設あり、このうち 15 施設が築
年数40年を経過している。市は保育所運営の効率化と機能の拡大を図るため、老朽化した
施設の建替え等にあわせて直営保育所の 営化を うとともに、指定管理者が運営する保
育所の 間移譲について随時検討を っている。  、直営保育所は、特別な 援を要す
る子どもや家庭の支援を行うなどの機能を担っており、一定数を確保することが必要であ
る。 
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区 No 施設名称 建設年月日 
門司区 １ 新門司保育所 S53.4.1 

２ 吉野保育所（ 営化予定） S55.3.31 
小倉北区 ３ 下富野保育所 S49.6.13 

４  銀保育所（ 営化予定） S54.4.1 
５ 東篠崎保育所 S48.2.9 
６ 今町保育所 S55.2.1 
７ おぐまの保育所（指）（ ） H11.3.17 
８ 小倉北ふれあい保育所（指） H11.10.1 

小倉南区 ９ 徳力保育所（本館） S48.4.3 
10 徳力保育所（別館） H25.12.6 
11 徳吉保育所 S54.4.1 
12 蜷田保育所 S50.6.15 
13 貫保育所 S51.10.1 
14 北方保育所（指） H14.3.20 

若松区 15 畑保育所（ 営化予定） S49.4.20 
16 若松コスモス保育所 H9.3.19 
17 古前保育所（指）（ ） H15.3.15 

八幡東区 18 堂山保育所 S53.4.1 
19  幡東さくら保育所（指）（ ） H11.3.23 

 幡 区 20 折尾保育所 S48.1.12 
21  崎保育所 S50.3.24 
22 陣原保育所（指） H14.3.15 

 畑区 23   畑保育所 S50.7.18 
24 千防保育所（指） H19.4.1 

※出所：市提供資料 
※（指）：指定管理者が運営する保育所 
※（ ）：令和 3年 4   営化予定

【意見】 
 子どもの健やかな育成を支援する保育の実現を図るため、老朽化が進んだ施設について
は、 間保育所と同様に改築等による保育環境改善の措置を講じる必要がある。総務省に
よれば公共施設の耐用年数は60年とされているものの、市が目的とする保育環境の充実を
達成するため、直営保育所についても中 期的な保育環境の改善計画を策定・実 するこ
とが望まれる。 
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（オ）直営保育所の 営化
＜事業概要＞ 
事業概要 保育サービスの拡充とその効率化を図るため、平成 7年度以降、市直営保育

所の 営化を積極的に進め、保育所運営費の節減や特別保育の充実、施設の 
朽改築を計画的に推進してきた。 
「元気発進！子どもプラン（第 3次計画）」においても、保育所運営の効率

化と機能の拡大を図るため、老朽化した施設の建替え等にあわせて直営保育所
の 営化を うとともに、指定管理保育所の 間移譲を進めている。

直営保育
所 

・現状（令和 2年 4月）：16 か所 
・計画終了時（令和 6年度末）：13か所 
・ 営化等の対象施設：吉野保育所（ 司区）、 銀保育所（ 倉北区）、畑
保育所（若松区） 
※上記の対象地区、対象施設は、児童数の動向や用地の確保の状況等により、
必要があれば、適宜、見直しを行う。 

指定管理
保育所 

・現状（平成 31年 4 月）：8か所 
・計画終了時（令和 6年度末）：4か所 
・ 営化対象施設：おぐまの保育所（ 倉北区）、古前保育所（若松区）、 
幡東さくら保育所（ 幡東区）、陣原保育所（ 幡 区）
※上記の対象地区、対象施設は、児童数の動向や用地の確保の状況等により、
必要があれば、適宜、見直しを行う。 

 営化実
績 

過去 3事業年度における直営保育所の 営化実績は以下のとおり。
平成 30年度…中央保育所（現 中央しおり保育所） 
令和元年度…穴生保育所 
令和 2年度…天籟寺保育所 

※出所：「保育に係る事業計画（令和 2 年 6 年度）」令和 2 年 3 月北九州市子ども家庭
局 

①（結果）直営保育所の 営化における備品貸与について
【現状】 
 市   保育所の 営化に伴い、平成31年 4月 1日付で社会福祉法人真祐会に施設譲渡
を行っている。市の決裁文書によれば、備品については無償貸与とされているのに対して、
社会福祉法人真祐会と取り交わした「建物等譲渡にかかる覚書」においては備品等も無償
譲渡するように記載されている。 

【指摘事項】 
 市   保育所の 営化に関して、決裁書の内容と覚書に齟齬が生じている状況である。 
今後において、備品の管理帰属等について問題が生じる恐れがあることから、速やかに



76 

先方と協議を行い、その内容を記載した文書を取り交わす必要がある。 
 また、市によれば、備品の無償貸与を行う際に、市の備品台帳の写しを渡しているとの
ことであるが、備品の紛失や破損等が起こった場合等に備えて、無償貸与の覚書を取り交
わしたうえで、覚書に貸出備品の一覧表を添付することが望まれる。 

②（意 ）直営保育所の 営化 続について
【現状】 
市は、「元気発進！ どもプラン」等に基づき直営保育所の 営化を順次実現しており、

今後も、順次、直営保育所の 営化を進める計画となっている。
直営保育所の 営化は、市の財政的な負担の軽減、保育サービスの質の向上等、多くの

利点が認められるものであり、これを積極的に進めていくことの意義は大きいと考えられ
る。 
他 で、直営保育所の 営化は、児童や保護者の利益を損ねることや過 な負担を強い

ることもありうる。 
そのため、これまで、市は、児童や保護者の利益や負担軽減に配慮する観点から、直営

保育所の 営化を進めるに際して、少なくとも、保育所 営化実施の約 1 年 3 か月前から
保護者に対する説明会を複数回開催して、保護者から意見を聴取し、移行先の事業者に保
護者の意向を引継ぎ、可能な限り 営化後の業務に反映させてきた。また、保育所 営化
実施の約 4 か月前から着任予定の保育士が実際に保育所にて業務を担う等の引き継ぎも行
われ、 営化を理由とする転園希望者の 援、 営化後の保護者へのアンケート等も実施
してきた。さらに、 営化後 3 年以内に学識経験者や保育経験者等による第三者評価を実
施するなど、保育の質の確保に努めている。 
しかしながら、これまでの市の対応においては、運動会やお遊戯会に前任保育士を招待

するなどの交流は っているものの、 営化後に制度的に前任保育 を派遣する仕組みは
存在しない。 

【意見】 
Ⅰ 地 公共団体による直営保育所の 営化は、利 者にとってはサービス内容の変更、
信頼関係を構築してきた保育士の退任等の懸念を伴うものであり、児童や保護者の利
益を損ねることや負担を強いることもあると考えられる。そのため、時に、地方自治
体と保護者との間の軋轢を生み、法的紛争として訴訟の場で争われた事例もある。 
  このような法的紛争誘発リスクや敗訴リスクを可能な限り軽減する観点から、保育
所 営化に進める場 において、市にいかなる法的義務が課されるのかを確認してお
くことが必要である。 
Ⅱ 地方自治法によれば、公の施設である保育所を廃するのは市町村 の担当事務であ
るとされるが（地方自治法第149条第7号）、これについては条例をもって定めること
が必要とされている（同法第 244 条の 2）。 
一般的に、条例制定行為は、地方公共団体の議会が行う立法作用に属する行為であ
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り、制定された法令の執行行為である行政処分ではないことから、抗告訴訟による取
消請求の対象とならないことが原則である。また、条例に則り 営化 続を進める限
り、市の行為に違法性の問題が生じることはなく、利用者からの慰謝料請求に応じる
義務が生じないことが原則である。 
しかしながら、直営保育所の廃止を定める条例制定行為の取消しを求めて利用者が提
訴した抗告訴訟に係る最高裁判所平成21年11月26日判決は、以下のとおり判示し、利
用者には保育所の継続利用に関する具体的な権利があることを前提として抗告訴訟が許
されることを明らかにしている。 
ⅰ 直営保育所に入所中の児童及び保護者には入所した保育所において保育実施期間満
了までの間、保育を受けることを期待しうる法的地位を有している。 
ⅱ 保育所廃止を直接的な内容とする条例は、行政庁の処分を待つことなくⅰの権利を
奪うものであるから、行政処分と実質的に同視されるものであり、抗告訴訟の対象と
なりうる。 
このような最 裁判所の理解を前提とした場合、たとえ形式的に直営保育所の 営化
を内容とする条例を制定し、当該条例に従い直営保育所の廃止手続を進めたとしても、
その内容や手続が利用者の権利を不当に侵害するものであれば慰謝料等の損害賠償請求
を受けるリスクがあり、また、直営保育所の廃止自体の取り消しを求めて抗告訴訟を提
起されるリスクがあることになる。 

Ⅲ もっとも、上記の最高裁判決は、どのような場合に慰謝料請求や取消請求が容認され
るか、という点についてまでは具体的に判示はしておらず、どのような場合に市が法的
責任を負うのかという点に関して、確立した法的基準があるとは言えない。 
関連事例としては、上記最高裁判決の後にこの点が争われた大阪地方裁判所平成29年
5 月 18 日判決では、(a)園舎建て替えの必要性、(b) 営化による財政上の効果、(c)多様
な保育ニーズへの対応、(d)保育内容の引継ぎ等の考慮要素を総合的に考慮して、利用者
側の請求の可否を判断しており、参考事例になると考えられる。 
また、利用者が慰謝料の支払いを求めて提訴した大阪高等裁判所平成 18 年 4 月 20 日
判決では、児童が心理的に不安定になることを防止するとともに保護者の懸念や不安を
軽減するために、最低でも１年程度の引継ぎ期間を設けるべきであったこと（3 か月の
引継ぎ期間では不 分）、 営化後も 定期間前任の保育 を派遣するなどすべきであ
ったこと等を理由に非常に厳しい基準に依拠して慰謝料請求を認容している。 

Ⅳ 上記【現状】のとおり、これまで市は、利用者の権利保護のために各種の実質的な対
応をしており、その対応には相当程度の高い評価をすることができる。また、前記大阪
高等裁判所判決の判示は必ずしも確立した判示内容ではないことから、このような厳し
い基準を遵守することが絶対的に求められているということはできない。 
しかしながら、少なくとも上記のような各判決がある以上、直営保育所の 営化 続
には、常に潜在的な法的紛争のリスクがあることは十分に留意する必要がある。 
そこで、例えば、以下のような対応を検討することが望まれる。 
着任予定の保育 による引継ぎ期間の 期化を検討する。（必ずしも、着任予定
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の保育士全員が毎日出勤することを求めるものではなく、定期的にシフト制によ
り出勤もしくは重要な行事に出席する等の限定的な対応でも良いと考える） 
 営化完了後も数か 程度は前任の保育 を定期 は不定期に交代で派遣できる
体制を整える。 
利用者の準備、検討、意見及び要望表明のための実質的な機会を与え、これに対
する実質的な対応をとるために準備及び移 期間を従前より少しでも めに設定
する。 
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（カ）保育所用地の貸付 
＜北九州市保育所用地貸付要綱の概要＞ 
趣旨 北九州市次世代育成 動計画に基づき、公 保育所の 営化及び乳児専 保

育所の一般保育所化を円滑に進めるため、社会福祉法人等が行う保育所の施設
整備の用地として、市有地を貸し付けることについて、必要な事項を定めてい
る。 

施行日 平成 17 年 4 月 1 日 
※出所：北九州市保育所用地貸付要綱 

①（結果）北九州市保育所用地貸付要綱について 
【現状】 
 北九州市保育所用地貸付要綱には以下のように定められている。 
（貸付料） 
第 5 条 貸付料は、「北九州市公有財産管理規則」第 18 条第 2 項の規定及び「平成 10 年
度以降の市有地（土地）の貸付料等の取扱いについて」（平成 10 年 3 月 20  付財政局 
通知）第 5項第 1号に基づき、月額 10 円/㎡とする。 

 第 5条に記載のある「平成10年度以降の市有地（土地）の貸付料等の取扱いについて」
は、「平成 18 年度以降の市有財産の貸付料等の取扱い」（平成 18 年 3 月 29 日付財政局
 通知）として改定されている。

【指摘事項】 
 北九州市保育所用地貸付要綱の根拠となっている通知文書自体が改定されていることを
受けて、北九州市保育所用地貸付要綱についても改定すべきである。 

②（意 ） 営化後の市有財産賃貸借契約書について 
【現状】 
市においては、直営保育所が 営化され、 営化後の保育所運営事業者が市有地を利 

する場合、 営化後の運営事業者との間で当該 地に係る「市有財産賃貸借契約書」を締
結し、これに基づき土地を貸与している。 
この「市有財産賃貸借契約書」においては、賃貸借期間の定めがあるが、これまでの運

用においては、賃貸借期間は５年に設定されている。 
このような運用は、「北九州市保育所用地貸付要綱」第４条第１項において「用地の貸

付期間は５年以内とする」との規定があることに基づく運用であると考えられる。 
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【意見】 
借地借家法第 3条本文では、「借地権の存続期間は、30年とする」と規定されているこ

とから、建物の所有を目的とする土地の賃借権の存続期間は一律 30 年となる。 
また、同条が強行規定とされていることから（同法第９条）、同条に反し借地権の存続

期間を 30 年より短い期間とする特約した場合には、借主に不利な特約として無効となる
と解されている（旧法下の判例として最高裁判所昭和 44年 11月 26 日判決）。 
従って、市が保育所事業者に土地を有償で貸与する場合、契約書において契約期間を５

年と設定した場合においても、借地借家法第３条の適用がある以上、契約期間は30年とな
る。もし仮に借地借家法第３条に反する期間を設定した契約を締結したとしても、契約期
間が30年に自動修正されるのみで罰則等のペナルティがあるわけではないが、法令遵守の
観点から望ましい対応とは言えない。 
そのため、このような運用の根拠となっている「北九州市保育所用地貸付要綱」第４条

における貸付期間を「30 年」に改正し、これを前提に、今後締結される「市有財産賃貸借
契約書」の賃貸借期間は一律 30年と明記することが望ましいと考える。 
ただし、賃料については、30 年間固定にすべきという訳ではなく、むしろ適宜見直すこ

とが望まれる。 
なお、直近における「令和２年度 八幡東さくら保育所 運営事業者 募集要領」の土地貸

付料に関して「30 年を経過する日までは、月額 10円／㎡」との記載があり、貸借期間が
30年であることを前提とする記載がある。 

③（意見）土地の貸付料について 
【現状】 
 市はその所有する 地を 間認可保育所に貸し付けており、 間認可保育所では、保育
所用地もしくは駐車場用地として使用している。 
 令和 2年 4  時点において市が 地を貸し付けている 間認可保育所は以下のとおりで
ある。 

施設名 面積（㎡）
（注） 

年間貸付料 
（円） 

算定方法 

井堀保育園 3,340.97 862,684 保育所部分： 
貸付面積（㎡）×10円×12 月 
職員駐車場部分： 
固定資産税評価額×3% 

高坊保育園 2,712.89 325,536 貸付面積（㎡）×10円×12月 
城野保育園 1,836.30 220,356 貸付面積（㎡）×10円×12月 
篠崎保育園 957.89 114,936 貸付面積（㎡）×10円×12月 
北方なかよし保育園 2,401.06 287,304 貸付面積（㎡）×10円×12月 
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なかよし乳児保育園 195.80 758,690 土地 固定資産税評価額×3% 
建物 固定資産税評価額×6% 

れんげの花保育園 3,080.34 369,636 貸付面積（㎡）×10円×12月 
春の町保育園 4,121.50 492,744 貸付面積（㎡）×10円×12月 
つばさ保育園 1,476.59 177,180 貸付面積（㎡）×10円×12月 
つばさバンビーニ保育園 146.17 55,900 固定資産税評価額×3% 
さんろくこどもえん 1,044.90 125,388 貸付面積（㎡）×10円×12月 
はつねほいくえん 1,244.88 149,376 貸付面積（㎡）×10円×12月 
天籟寺保育所 1,124.72 134,964 貸付面積（㎡）×10円×12月 
鳴水保育園 2,416.52 289,572 貸付面積（㎡）×10円×12月 
萩原保育園 1,162.73 139,524 貸付面積（㎡）×10円×12月 
東筑保育園 1,861.22 183,708 貸付面積（㎡）×10円×12月 
引野保育園 3,463.14 677,722 保育所部分： 

貸付面積（㎡）×10円×12 月 
職員駐車場部分： 
固定資産税評価額×3% 

沢見あやめのもり保育所 2,850.00 342,000 貸付面積（㎡）×10円×12月 
永犬丸保育所 1,731.11 169,392 貸付面積（㎡）×10円×12月 
みなと保育所 1,537.21 184,056 貸付面積（㎡）×10円×12月 
すみれ保育所 983.63 118,032 貸付面積（㎡）×10円×12月 
清水保育所 1,388.47 166,608 貸付面積（㎡）×10円×12月 
到津保育所 1,315.90 157,908 貸付面積（㎡）×10円×12月 
上富野保育所 1,300.02 155,796 貸付面積（㎡）×10円×12月 
二島保育所 1,223.07 146,352 貸付面積（㎡）×10円×12月 
折尾丸山保育所 1,103.69 132,432 貸付面積（㎡）×10円×12月 
楠橋保育所 2,327.06 279,240 貸付面積（㎡）×10円×12月 
うさぎ保育所 1,670.99 200,508 貸付面積（㎡）×10円×12月 
深町どんぐりのもり保育所 2,548.71 305,844 貸付面積（㎡）×10円×12月 
光沢寺第二保育園 1,722.86 206,736 貸付面積（㎡）×10円×12月 
大蔵保育園 978.08 117,360 貸付面積（㎡）×10円×12月 
高見の森保育園 3,033.70 425,859 保育所部分： 

貸付面積（㎡）×10円×12 月 
職員駐車場部分： 
固定資産税評価額×3% 
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足原だきしめ保育園 2,238.92 425,375 保育所部分： 
貸付面積（㎡）×10円×12 月 
職員駐車場部分： 
固定資産税評価額×3% 

中原保育園 1,040.18 124,812 貸付面積（㎡）×10円×12月 
牧山保育園 1,257.04 150,840 貸付面積（㎡）×10円×12月 
さかい川保育園 1,014.33 121,716 貸付面積（㎡）×10円×12月 
清滝保育園 1,581.48 189,156 貸付面積（㎡）×10円×12月 
古城保育園 1,250.04 150,000 貸付面積（㎡）×10円×12月 
藤松保育園 1,090.38 130,836 貸付面積（㎡）×10円×12月 
 教寺保育園 350.00 690,900 固定資産税評価額×3% 
あおぞら保育所 2,092.73 632,400 保育所部分： 

貸付面積（㎡）×10円×12 月 
職員駐車場部分： 
固定資産税評価額×3% 

新栄はやとも保育園 2,016.70 242,004 貸付面積（㎡）×10円×12月 
栄美プティット保育園 696.78 957,375 固定資産税評価額×3% 
片野保育園 694.18 83,292 貸付面積（㎡）×10円×12月 
本城 保育園 1,500.73 180,084 貸付面積（㎡）×10円×12 月 
若竹保育園 1,111.04 133,320 貸付面積（㎡）×10円×12月 
門司保育所（みどり園） 1,297.67 155,712 貸付面積（㎡）×10円×12月 
白鳩保育園 659.48 79,128 貸付面積（㎡）×10円×12月 
中央しおり保育園 65.41 7,848 貸付面積（㎡）×10円×12月 
さかえ保育園 200.00 24,000 貸付面積（㎡）×10円×12月 
大川保育園 1,532.46 183,888 貸付面積（㎡）×10円×12月 
ふたば保育園 619.46 74,328 貸付面積（㎡）×10円×12月 
則松保育園 1,450.51 174,060 貸付面積（㎡）×10円×12月 
穴生保育所 1,177.00 141,240 貸付面積（㎡）×10円×12月 
（注）面積のうち、電柱部分については貸付面積から除いて、使用料を算定している。 
※出所：市提供資料 

 また、令和 2年度において、指定管理保育所であるおぐまの保育所、古前保育所及び八
幡東さくら保育所を 営化するにあたり、運営事業者を募集している。その募集要項にお
いては、土地の貸付料について、令和 3年 4月から 30 年を経過する日までは月額 10 円/
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㎡、30 年を経過した後は、北九州市財産条例及び北九州市公有財産管理規則に定める額と
記載されている。 

 貸付料については、北九州市保育所用地貸付要綱第 5条及び「平成 18年度以降の市有
財産の貸付料等の取扱い」（平成 18年 3 月 29  付財政局 通知）を受けて決定している
が、殆どの事例においては㎡当たり 10 円の月額貸付料とされている。 
「平成 18 年度以降の市有財産の貸付料等の取扱い」（平成 18年 3 月 29  付財政局 通
知）より抜粋  
 １ 平成 18 年度以降の貸付料については、従来どおり当該年度の固定資産税評価額

×3/100（年額）とする。 
※ 建物の貸付等においては、従来どおり当該年度の固定資産税評価額×6/100 
（年額）として変更はしない。 
 （中略） 

 ５ 公 館類似施設等地域集会所 地及び社会福祉施設に対する貸付料
 （１）貸付面積（㎡）×10 円 （月額） 
   ※ 北九州市財産条例第 5条第 1号の運用による 50％減免は、適用しないものとす

る。 
   ただし、以下のものは無償貸付とする。 
   ・都市計画法第 40条第 2項の規定に基づき帰属した集会所用地を地元組織に貸付

けているもの。 
   ・負担付寄附物件を当該寄付者（承継者を含む。）に貸付けているもの及びこれに

準ずるもの。 
 （２）この貸付料の算定方法は、無償貸付していたものを有償貸付に移行する際に経過

的に設置した例外措置である。よって、新規貸付分を含め原則どおりの取扱いに
向けた検討を行うこと。 

付則 
１ 平成 18年 4月 1日より施行する。 
２ 平成 10年 3月 20  付財政局 通知「平成 10年度以降の市有地（土地）の貸付料等
の取り扱いについて」は廃止する。 

【意見】 
 保育所 地の貸付については、直営保育所の 営化を進めるとともに、市が 間に働き
かけて保育所の新設を行ってきた経緯を踏まえ、月額貸付料を㎡当たり 10円と低額にて
貸付を行ってきた。 
その一方で、「平成 18年度以降の市有財産の貸付料等の取扱い」（平成 18年 3月 29

 付財政局 通知）によれば、当該貸付料はあくまでも例外措置であり、原則は固定資産
税評価額×3/100 と明記されている。 
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 また、月額貸付料㎡当たり 10円について具体的な算定根拠はなく、通常の相場よりも
低いものと考えられる。そのため、他の 間認可保育所との不公平感を じる恐れもあ
る。 
 今後においては、「平成 18 年度以降の市有財産の貸付料等の取扱い」（平成 18年 3 月
29  付財政局 通知）等を参考にして、貸付料の見直しを検討することが望ましい。 
 なお、平成 19 年度の包括外部監査においても、 間認可保育所に対する 地の貸付料
について同様の意見が報告されている。 
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（キ）保育士宿舎借り上げ支援事業 
＜事業概要＞ 
趣旨 保育士の就業継続及び離職防止を図り、保育士の働きやすい環境を整備す

ることを目的として、市内保育所・認定こども園を運営する法人が保育士の
宿舎を借り上げるための費用に対して、一部を補助する。 

要件 （補助対象宿舎の要件） 
補助対象事業者が保育士を居住させることを目的として借り上げるもの
であること。ただし、補助対象事業者（法人の場合は、役員を含む）が
所有する施設は対象とならない。 
補助対象宿舎は、市内に所在するものであること。 

（補助対象保育士の要件） 
補助対象事業者に施行日以降に雇用された日から起算して 5年以内の者
であること。なお、契約期間の定めのある労働契約を更新する場合は通
算する。 
常勤保育士（1日 6 時間以上かつ月 20 日以上勤務）であること。 
市内及び近隣市町の保育士養成施設卒業者であること。なお、近隣市町
の保育士養成施設は、北九州保育福祉専門学校（苅田町）、福岡県立大
学（田川市）、下関短期大学（下関市）、梅光学院大学（下関市）、東
亜大学（下関市）とする。 
補助対象事業者から住居手当等を支給されていないこと。 

補助金額 1 月当たり、補助対象経費の額（その額が 5万円を超えるときは、5万
円）に 4分の 3を乗じた金額。なお、補助対象経費の 2分の１は国の補助金
があるため、市の負担は 4分の 1となる。 

※出所：北九州市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 

①（意見）保育士宿舎借り上げ支援事業の在り方について 
【現状】 
 当該事業は、国の制度を受けて、令和元年 10月 1日に施行されたものである。 
往査（令和2年 11月）時点では、当該事業の令和元年度の利用実績は1件、令和2年度

の利用実績は 5件にとどまっているとのことである。 

【意見】 
 施行後、1 年以上経過しているが利用実績は増えておらず、当該事業の目的が果たせて
いるとは言えない状況である。 
 今後においては、より一層の周知徹底を図る、もしくは要件を見直す等、利用しやすい
仕組みを構築することが望まれる。そのうえで、利用実績が増えないようであれば、場合
によっては当該事業自体を見直すことも必要であると考える。 
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（ク）保育サービスコンシェルジュ事業 
＜事業概要＞ 
事業概要 保育を希望する保護者等の相談に応じ、認可保育所のほか、一時保育や幼

稚園預かり保育などの多様な保育サービスについての情報を提供し、待機児
童削減につなげるため、 倉北・ 倉南・ 幡 の各区役所に 2名、その他
の区役所（4区）及びウーマンワークカフェ北九州に 1名ずつ保育サービス
コンシェルジュを配置する。 

決算額 令和元年度 決算額 30,316 千円 
※出所：市提供資料 

①（意見）保育サービスコンシェルジュ事業の実施内容について 
【現状】 
 上記の事業概要にも記載のとおり、各区役所及びウーマンワークカフェ北九州に保育サ
ービスコンシェルジュを配置し、情報提供をするほか、相談を受けている。 
なお、令和元年度における相談件数は増えている状況である。 

【意見】 
 相談件数も増えていることから、当該事業に対する市 からのニーズはあると考えられ
るが、現状では区役所に来てもらうか電話での受付となっている。 
 昨今の新型コロナウイルス感染防 対策を図る必要があるとともに、相談する市 も若
い世代が多いと考えられる。そのため、オンラインでの相談の他、WEB や SNS（ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス）を活用して情報提供等をすることにより、当該事業
の成果がより発揮できるものと考えられる。 
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（２）子ども家庭局 子育て支援部 
ア．子育て支援課 

（ア）放課後児童クラブの管理運営 
<事業概要> 
事業目的 北九州市放課後児童クラブ事業は、小学校に就学している児童に対して、

家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能と
なるよう、児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確
立等を図り、その健全な育成を図ることを目的としている。 
市の放課後児童クラブは、低学年や留守家庭に限らず、希望するすべての

児童を受け入れる全児童化を実施している。 
運営費用 市からの運営委託費と保護者からの負担金で運営している。 

運営委託料 
【基本額】 
おおむね 40人（登録児童数 45人）以下の集団（クラス）ごとに、指
導員を 2人（うち 1人以上は放課後児童支援員）配置する必要があり、
そのための人件費等を基礎として設定されている。 
【加算額】 
1 障害児受入加算 
2 開所日数加算 
3 開所時間加算 
4 キャリアアップ処遇改善加算 
5 健康診断（指導員） 
6 新設クラブ経過措置 
7 事務加算 
8 運営委託料の減額 
保護者の負担 
標準モデル額を月額 7,500 円（年額 90,000 円）以下としている。 
【負担金の標準モデル】 
延 加算可 7,000 円 

（標準モデル） 
500 円 

（標準モデル） 
延 加算可

8:30          18:30      19:00  
管理補助金 
児童規模（70 人単位）に応じて、維持補修費、地代・家賃等が限度額
内で補助される。 

事業実績  
放課後児童クラブ数 104 クラブ 
出席児童延べ人数 1,763,674 人 
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クラブへの運営委託料支払実績 1,636,360,624 円 
保護者からの負担金実績 734,913,689 円 
繰越金合計額 319,203,292 円 
積立金合計額 464,382,480 円 
繰越金と積立金の合計額 783,585,772 円 
※出所：令和元年度放課後児童クラブ事業実績報告書 

①（意見）放課後児童クラブの清算について 
【現状】 
 小学校の統廃合等により、放課後児童クラブの存続が不可能になった場合には、放
課後児童クラブを清算することになると考えられるが、現状では清算に関する事項が
明文化されていない。 

【意見】 
 令和元年度放課後児童クラブ事業実績報告書によると、放課後児童クラブの繰越金
と積立金の合計額は 783,585,772 円となっている。 
 仮に放課後児童クラブを清算することになった場合には、繰越金と積立金の分配が
発生し、それらの帰属がどこであるかを明確にする必要があるが、放課後児童クラブ
に関する関係法令である「北九州市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に
関する条例」、「北九州市放課後児童クラブ事業実施要項」及び「北九州市放課後児
童クラブ事業実施要領」に明文化されていない。また、「北九州市放課後児童クラブ
事業委託契約書」にも明文化されていない。 
 将来における放課後児童クラブの清算に備えて、繰越金及び積立金の帰属に関する
方針を整理しておくことが望まれる。 

②（意見）放課後児童クラブの余剰金について 
【現状】 
 放課後児童クラブの主な収入は、市からの運営委託料及び保護者からの負担金であ
り、主な支出は人件費である。市は、放課後児童クラブの人件費について、各運営委
員会の裁量に任せており、各放課後児童クラブでの計上額が大きく異なっている状況
である。その結果、使途の定まっていない多額の余剰金を有する放課後児童クラブが
複数存在している。 
 市では、余剰金の残高について一定の上限額を設け、繰越金が多大になっている場
合は、今後の執行計画を策定させるといった管理を行っている。 
市の定めた余剰金残高の上限額は以下のとおりである。 
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繰越金 
上限額 

                         （単位：千円） 
委託料 
契約額 

繰越金 
上限額 

委託料 
契約額 

繰越金 
上限額 

4,000 1,100 9,501 10,000 2,650 
4,001 4,500 1,200 10,001 11,000 2,900 
4,501 5,000 1,350 11,001 12,000 3,200 
5,001 5,500 1,450 12,001 13,000 3,450 
5,501 6,000 1,600 13,001 14,000 3,700 
6,001 6,500 1,700 14,001 15,000 4,050 
6,501 7,000 1,850 15,001 16,000 4,300 
7,001 7,500 2,050 16,001 17,000 4,550 
7,501 8,000 2,150 17,001 18,000 4,800 
8,001 8,500 2,300 18,001 19,000 5,100 
8,501 9,000 2,400 19,001 20,000 5,350 
9,001 9,500 2,550 20,001  5,600 

積立金 
上限額 

積立金は、1運営委員会あたり 5,000 千円を上限とする。 
なお、①施設を複数有するクラブには 2,000 千円、②クラスが複数あ

るクラブには 1,000 千円をそれぞれ加えた金額を上限額とする。また、
 有施設を使 するクラブについては、 規模な補修 事等を考慮し、
別途上限額の上乗せを行う。 

※出所：北九州市放課後児童クラブ事業事務説明会資料 

 余剰金残高の上限額を超えている放課後児童クラブは、以下のとおりである。 
（単位：円）  

クラブ名 予備費 繰越金 積立金 余剰金合計 
クラブ A - 5,600,000 23,880,443 29,480,443 
クラブ B 713,902 3,450,000 6,000,000 10,163,902 
クラブ C - 3,200,000 12,931,684 16,131,684 
クラブD 1,000,000 2,050,000 5,028,853 8,078,853 
クラブ E   - 9,443,954 16,000,000 25,443,954 
クラブ F - 2,752,918 10,800,000 13,552,918 
クラブ G - 2,650,000 9,977,238 12,627,238 
クラブH - 5,586,678 12,000,101 17,586,779 
クラブ I 19,919,654 - - 19,919,654 
クラブ J - 1,385,226 8,330,306 9,715,532 
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クラブ K - 5,140,649 18,456,211 23,596,860 
クラブ L - 5,600,000 17,438,983 23,038,983 
クラブM - 5,943,220 26,236,381 32,179,601 
クラブ N - 4,550,000 6,972,459 11,522,459 
クラブO - 5,612,299 8,000,000 13,612,299 
※出所：令和元年度放課後児童クラブ事業実績報告書 

【意見】 
 放課後児童クラブの会計に関する事項については、北九州市放課後児童健全育成事
業の設備及び運営の基準に関する条例第 16 条に「放課後児童健全育成事業者は、職
員、財産、収支及び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければ
ならない。」と規定されており、また、北九州市放課後児童クラブ事業実施要領 11 会
計帳簿には、「北九州市放課後児童クラブ事業実施要綱第 12 条第 3 号に定める経理簿
は、入会した児童の保護者から徴収した負担金、市支出の委託料等の収入、及び指導
員の給与、利用者のおやつ代等の支出について、領収書等関係書類を整理し、金銭の
出納に係る帳簿を整備すること。」とある。 
 令和元年度放課後児童クラブ事業実績報告書によると、人件費支出及びその他支出
について各放課後児童クラブの裁量の幅が広いと思われ、各クラブ間での乖離が大き
い。その結果、余剰金の残高も各放課後児童クラブで大きく異なる状況である。 
市では、余剰金の残高について一定の上限額を設け、上限額を超えた余剰金を有す

る放課後児童クラブについては個別に指導を行っているとのことであるが、現状で
は、上限額を超えた余剰金を有する放課後児童クラブは複数存在する。 
 令和2年 3月末現在で、市内の放課後児童クラブの余剰金合計は783,585,772円と多
額となっており、使途の決まっていない多額の余剰金は不正の温床になりやすく望ま
しい状況ではない。したがって、余剰金の残高について精査を行い、必要に応じて保
護者からの負担金の軽減や委託料の見直しを検討することが望ましい。 

③（意見）放課後児童クラブの監査について 
【現状】 
 市は放課後児童クラブの運営を各放課後児童クラブの運営委員会へ委託している
が、その運営状況の調査について、北九州市放課後児童クラブ事務委託契約書第 8 条
では「発注者は、委託業務の実施状況について、受注者に対して、随時に調査し、必
要な報告若しくは資料の提出を求め、又は監査することができるとともに、必要な指
示をすることができる。」と規定されている。 
 それに従い、市では毎年一定数を選定（令和元年度の監査実績：8クラブ（注））し
たうえで、監査チェックリストを用いて簡易的な監査を実施しているが、選定基準が
明確となっておらず、また、監査チェックリストは正式な書類の位置づけとなってい
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ない。そのため、監査結果について報告手続も定められていない。 
（注）当初の計画は 13 クラブであったが、新型コロナウイルスの影響により 5 クラブ
中止となった。 

【意見】 
 市は放課後児童クラブ運営委員会と委託契約を締結している。市として委託先の運
営委員会が市の基準に合致していることを確認することは不可欠であり、放課後児童
クラブの適切な運用には市の関与は欠かすことはできないと考える。 
 運営委員数や運営委員会の開催実績が各放課後児童クラブで様々な状況であること
や、上記②に記載したように不正の温床になりうること等を鑑みると、放課後児童ク
ラブの適切な運営を図るためには市の関与は欠かせず、監査マニュアルを策定し、監
査結果を報告すること等の対応が望まれる。  
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 （イ）  ・  福祉センター運営事業
＜事業概要＞ 

事業の 
概要 

市は、 畑区にある北九州市   ・  福祉センターの運営を指定管理者
制度にて候補者を募集し、学識経験者や専門家等による指定管理者検討会を開
催し、応募者から提出された事業計画書等について検討する。市は検討会の検
討結果を参考に指定管理者候補を決定する。 
検討の結果、 般財団法 北九州市  寡婦福祉会が平成 31年４月１日か

ら令和６年３月 31 日まで指定管理者として選定された。 
・施設概要 
  及び  並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号）第 39条に基づく
  ・  福祉施設であり、  家庭等に対し、各種の相談に応ずるととも
に、 活指導及び 業の指導を う等  家庭等の福祉のための便宜を総合的
に供与することを目的とする施設 である。 
・事業内容 
  家庭、  家庭及び寡婦の福祉に関する講習や講座等の開催、福祉につい
ての相談、自主活動についての助言、福祉の増進に関すること及び施設の管理
運営に関することを担う。 

実施 
状況 

北九州市   ・  福祉センターにおける具体的な実施内容は下記のとお
りである。 
（一般相談）面談又は電話により養育費、面会交流等の相談 
（法律相談）弁護士による無料法律相談 
（就職支援講習会）パソコン、色彩検定、医療事務、介護福祉士等の講座実施 
（就職相談）  ・     援プログラム策定事業：就職活動等をしたこと
がない  家庭の 親等に対し、キャリアカウンセラー（プログラム策定員）
が個別面接を行い、生活・経済状況を把握し、個々のケースに応じた支援メニ
ューを考案し、自立支援プログラムを策定する。履歴書の添削、面接対策、企
業への同行、ハローワークとの連携等、きめ細かな伴走支援型による就業支援
を実施している。センター内に２名、平成 28年８月よりプログラム策定員１
名をウーマンワークカフェ北九州に常駐している。 
また、マザーズハローワークと連携し、就職相談会を毎月 1回開催している。 
（ふれあい事業）親と子のふれあい講座、リフレッシュ講座 
（広報事業）リーフレット等の配布、ホームページ、メールマガジンの活用 
（その他）関係機関との協議会開催、研修会の開催 
北九州市   ・  福祉センターは、毎年度終了後に「課題分析と 己評

価」という報告書を子育て支援課へ提出している。 
※出所：子育て支援課より入手した資料を基に作成 
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北九州市   ・  福祉センターでは上記の実施状況における各実施内容の延べ人数
を数値目標と設定している。 

 （単位：人） 
延人数 数値目標 
一般相談 1,600 
法律相談 70 

就業支援講習会 4,600 
就職相談 1,430 

ふれあい事業 480 
その他利用者 2,620 

計 10,800 
※出所：子育て支援課より入手した資料を基に作成 

実施状況における各実施内容の延べ人数の５か年推移は下表のとおりである。 
（単位：人、部） 

延人数 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

一般相談 1,488 1,732 1,702 1,513 1,318 

法律相談 75 83 50 55 63 

就業支援講習会 4,575 4,238 3,778 3,658 3,389 

就職相談 551 877 658 663 1,453(*1) 

ふれあい事業 616 554 430 350 310 

その他利用者 2,710 3,839 3,902 4,601 3,913 

計 10,015 11,323 10,520 10,840 10,446 
事業リーフレッ
ト（*2）発行部
数 

8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

※出所：子育て支援課より入手した資料を転記 
（*1）令和元年度は電話相談を含めている。平成 30年度までは電話相談は含まない。 
（*2）リーフレットとは宣伝、広告、案内、説明等ために１枚の紙に刷られた印刷物のこ
とをいう。 

   ・  福祉センター運営事業における予算及び決算額の過去５年推移は以下のとお
りである。 
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（単位：千円） 
年度 予算 決算 

平成 27 年度 41,297 41,297 

平成 28 年度 41,297 42,029 

平成 29 年度 41,297 41,297 

平成 30 年度 41,297 40,997 

令和元年度 40,993 42,007 
※出所：子育て支援課より入手した資料を転記 

①（意見）事業リーフレットの在庫管理及び情報発信方法について 
【現状】 
市 へ北九州市   ・  福祉センターにおける実施事業内容を周知するための 
つの方法として、事業リーフレットを発行しており、発行部数は上表のとおり毎年度
8,000 部数と一定数になっている。 

【意見】 
事業リーフレットの内容について毎年度著しい変更が見受けられないと仮定した場合、
北九州市   ・  福祉センターにおいて、毎年度の 定時点（例えば、次年度の予
算案作成に向けた作業等を考慮し９月末）にて事業リーフレットの在庫部数を数えるこ
とにより、次年度に必要な事業リーフレットの部数のみを補充できる。 
この結果、事業リーフレット発行にかかる経費の削減及び紙資源の無駄使いを減少さ
せることに寄与すると考えられるため、事業リーフレット部数の棚卸作業を実施し、在
庫管理を行うことが望ましい。 
また、北九州市  ・  福祉センターでは、ホームページにて実施事業内容を公開
しており、イベントカレンダーにて各種講座、相談等の予定を掲載している。メールマ
ガジンを登録された方に対して月２回程度、講座開催の案内及び各種行事のお知らせ等
の情報をメール送信している。 
スマートフォンの普及に伴いインターネットにいつでも、どこでも、だれでも接続で
きるという利便性を考慮して、市 へ北九州市   ・  福祉センターにおける実施
事業内容を現在のホームページ及びメールマガジンでの情報発信に加えて、他の SNS
（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を利用して情報発信することも有用と思
われる。 



95 

②（意見）目標数値について 
【現状】 
北九州市   ・  福祉センターにおいて、  ・  福祉センター運営事業を実
施するにあたり、延べ人数の目標数値が設定されている。 
  ・  福祉センター運営事業を利 した市 の 数を定量的に数値として るこ
とができるため、延べ人数を目標数値として設定することは理解し易い。 

 【意見】 
当該事業の目的等を考慮した場合、上述のように当該事業の延べ人数を目標とするだ
けでなく、利用者の性質に着眼点を置いた目標設定を検討することが望ましい。 
例えば、延べ 数のうち、北九州市   ・  福祉センターの利 者のリピーター
率を前年度比で減少させる、新たな利用者を前年度比で増加させる、又は利用者の満足
度を増加させる等を目標設定とすることが考えられる。そのための利用者の基礎情報
（氏名、住所等）、利用履歴等をシステム等でデータベース化して管理することが必要
であるが、予算及び人的資源を考慮して情報を蓄積できる方法を検討することが望まし
い。 
新たな 標数値が追加設定された場合、現在の  ・  福祉センター運営事業の施
策を 直しすることも 込まれるため、より  ・父子福祉センター運営事業の目的を
充足することにも繋がるのではないかと考えられる。 
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（ウ）    寡婦福祉資 事業（特別会計）
＜事業概要＞ 
事業概要 ひとり親家庭や寡婦の経済的自立の促進と生活意欲の向上を図り、あわせて

その扶養している児童の福祉を増進するため、修学や技能習得などのための各
種資金を貸し付けている。 

事業財源 繰入金、繰越金、諸収入 

＜資金種類別の貸付件数・金額＞ 
 資金種類は、事業開始・事業継続・修学・技能習得・修業・就職支度・医療介護・生
活・住宅・転宅・就学支度・結婚の 12 種類ある。 
 令和元年度における各貸付金種類別の貸付件数・金額は以下のとおりである。 
資金種類 新規分 継続分 合計 
事業開始 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
事業継続 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
修学 4 件 1,960,000 円 44 件 26,320,000 円 48 件 28,280,000 円 
技能習得 6 件 3,842,000 円 1 件 300,000 円 7 件 4,142,000 円 
修業 -件 -円 3 件 1,488,000 円 3 件 1,488,000 円 
就職支度 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
医療介護 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
生活 1 件 90,000 円 -件 -円 1 件 90,000 円 
住宅 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
転宅 1 件 168,000 円 -件 -円 1 件 168,000 円 
就学支度 7 件 1,504,000 円 -件 -円 7 件 1,504,000 円 
結婚 -件 -円 -件 -円 -件 -円 
合計 19 件 7,564,000 円 48 件 28,108,000 円 67 件 35,672,000 円 
※出所：市提供資料 

①（結果）人件費の計上について 
【現状】 
 当該事業においては、新規貸付の受付や回収・督促等の業務を実施しているが、特別会
計の予算・実績において賃金等の人件費は計上されていない。その理由としては、当該事
業に専属している担当者はおらず、一般会計における他の業務と兼務しているとのことで
あった。 

【指摘事項】 
 上述の人件費を加味した場合、一般会計繰入金の金額等にも影響があるものと考えられ
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る。また、人件費を加味することにより、より適切な収支バランスを把握することが可能
となり、市 への説明責任を果たすものと考えられる。
 一般会計とは分離して、独立採算により当該事業の収支バランスを適切に把握すること
が特別会計の趣旨であることを鑑みれば、当該業務に関わる人件費相当額を予算及び実績
額として計上すべきである。 
 なお、担当者については、他の業務と兼務しているとのことであるため、各担当者の従
事割合を明らかにしたうえで、按分計算することが必要になる。 

②（意見）滞納債権について 
【現状】 
 貸付金の滞納状況は以下のとおりである。 

（単位：円） 
調定年度 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
令和元年度 271,436,206 239,057,828 - 32,378,378 
平成 30 年度 36,523,605 2,919,781 - 33,603,824 
平成 29 年度 35,842,984 1,909,084 - 33,933,900 
平成 28 年度 36,371,725 1,544,617 - 34,827,108 
平成 27 年度 38,745,517 1,374,458 - 37,371,059 
平成 26 年度 40,279,891 1,819,904 - 38,459,987 
平成 25 年度 39,087,534 1,863,379 - 37,224,155 
平成 24 年度 37,389,766 2,077,166 - 35,312,600 
平成 23 年度 35,999,634 1,986,112 - 34,013,522 
平成 22 年度 35,233,803 2,151,580 - 33,082,223 
平成 21 年度 35,470,391 1,990,664 - 33,479,727 
以前 283,139,703 11,148,073 - 271,991,630 
合計 925,520,759 269,842,646 - 655,678,113 

平成 30 年度決算額 968,128,950 309,541,579 4,502,818 654,084,553 
※出所：市提供資料 

 令和元年度の滞納額は 32,378,378 円であり、過年度分と合算すると 655,678,113 円と多
額になっている。本債権については、 般的に所得の低い  ・寡婦家庭等を対象として
いる福祉の制度であるため、滞納を生みやすい構造的な問題を抱えている。 

債権の収納や償還指導については、 般社団法 北九州市  寡婦福祉会に業務委託を
行っており、滞納者に対して、以下のように督促・催告を行っている。 

督促状の作成・送付 
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毎月、滞納者に対して督促状を送付 
催告状の作成・送付 
年に 1回（年度中）、滞納者に対して催告状を送付 

また、上記以外にも必要に応じて相談員から滞納者に連絡を取り、指導を行っている。 

【意見】 
 督促状については、毎月同じ内容の書面となっており、その効果に疑問が残るところで
ある。また、多額の滞納額があることを考慮すれば、以下のような対応を図ることを検討
することが望まれる。 

 間事業者の活 
 市の債権管理に関する基本 針にも定められているように、 間事業者を活 す
ることも有 であると考える。なお、他市において、当該債権の回収業務を 間事
業者に委託している事例も見受けられ、参考になると思われる。 

簡易裁判所による「支払督促」手続 
「支払督促」は、貸したり立て替えたりしたお金や家賃、賃金などを相手方が支
払わない場合に、申立人側の申立てのみに基づいて、簡易裁判所の書記官が相手方
に支払いを命じる略式の手続きである。（政府広報オンライン ホームページより
抜粋） 
滞納額が多額であるような場合には、このような手続きを利用してみることも有
用であると考える。 
 なお、支払督促手続は、それ自体、裁判所への出頭等の必要はなく書面のみのや
りとりで手続を進めることができるものであるが、支払督促命令に対して債務者は
異議を述べて訴訟で争う権利が保障されているため、個別の事案によっては紛争が
訴訟手続に移行する可能性がある。この場合には、訴訟手続を弁護士等の代理人へ
の委任する必要も生じることもあるため、支払督促の検討に際しては、その後の弁
護士委任等も併せて検討しておくことが望ましい。 

＜北九州市債権管理に関する基本方針＞ 
（債権管理のための環境整備） 
第２ ４（５）  
ア 相談体制及びマニュアルの整備 
  債権管理について常時相談ができる体制を整備するとともに、債権管理に関する標準
的な事務処理手続を定めたマニュアルを整備し、職員が適正かつ効率的に債権を管理で
きるようにします。 

イ 弁護士等への業務委託 
  本市自ら滞納処分できない債権の回収については、専門知識を有する弁護士等を活用
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することにより効果的で効率的な債権回収が見込める場合は、回収業務の委託化を進め
ます。 

ウ  間事業者の活 
  電話による納付勧奨や 書での納付勧奨業務等について、 間事業者のもつ債権回収
のノウハウの活用を積極的に推進します。 

※出所：「北九州市債権管理に関する基本方針」 

③（意見）申込時の提出書類について 
【現状】 
  ども家庭局・ 育て 援課が取りまとめている「  ・  ・寡婦福祉資 貸付 の
概要」によれば、転宅資 の貸付時に「新住所地に異動後の住 票」を提出するように定
められている。 
 令和元年度に新規に貸付を行った転宅資金については、当該資料の提出が見受けられな
かった。この点について、市の担当者に質問したところ、当該資料の提出の代わりに、住
 票の異動がなされていることを別途確認したとのことであった。

【意見】 
 市側で住 票の異動情報が確認できるのであれば、利 者に「新住所地に異動後の住 
票」の提出を求める必要はないと える。また、住 票取得の 間や取得コストを考慮す
れば、「移動後の住 票」の提出を求めないとする が利 者にとっても有益である。
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（３）保健福祉局 障害福祉部 
  ア．障害福祉企画課 
（ア）障害児の 期休暇対策事業

＜事業概要＞ 
業務目的 特別 援学校の 期休暇等の期間に、障害児が参加する各種プログラムにボ

ランティアを派遣し、障害児の家族の介護負担を軽減するとともに障害児の健
全な育成を図ることを目的とする。 

実施状況  

No 開催日 内容 会場 
参加者
延べ数
（名） 

ボランテ
ィア延べ
数（名） 

1 7 月 23 日 「博物館 アンモ
ナイトのレプリカ
を作ろう 」

いのちのたび
博物館 

32 11 

2 7 月 25 日 プール遊び① 障害者スポー
ツセンター
「アレアス」 

15 7 

3 7 月 29 日 「イマタカ☆ダン
スファミリーから
だであそぼ！」 

東部障害者 
福祉会館 

15 9 

4 7 月 30 日 映画会①「それい
け！アンパンマ
ン」 

シネプレック
ス小倉 

32 8 

5 8 月 7 日 ボッチャ 障害者スポー
ツセンター
「アレアス」 

20 9 

6 8 月 8 日 プール遊び② 東部障害者 
福祉会館 

33 13 

7 8 月 20 日 映画会②「トイ・
ストーリー4」 

ユナイテッド
シネマなかま 

48 12 

8 8 月 22 日 
午前 

「まるがめ製麺 
うどん作り体
験！」 

ウェルとばた 
7 階調理室 

32 6 

9 午後 15 6 
合 計 242 81 

〇委託先 公益社団法人 北九州市障害福祉ボランティア協会 
※出所：「令和元年度障害児の 期休暇対策事業報告書」
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①（意 ）障害児の 期休暇対策事業における業務委託への概算払い及び精算について
【現状】 
 各種プログラムを開催するにあたり、ボランティアを募集し、事前研修を行ったうえで
実施しているが、市は一連の業務を外部に委託している。 
 令和元年度における業務委託は、以下のとおり概算払いを行っているが、同じ金額にて
精算されている。 

実施期間 概算払い額 精算額 差引額 
平成 31 年 4   令和元年 6月 313,000 円 313,000 円 0 円 
令和元年 7   令和 2 年 3 月 939,000 円 939,000 円 0 円 

合 計 1,252,000 円 1,252,000 円 0 円 

 なお、精算額の内容は以下のとおりである。 
 ＜平成 31年 4   令和元年 6月分＞                 

項 目 精算額 備 考 
コーディネーター人件費 216,000 円 960 円×7.5 時間×30 日 
旅費・交通費 32,959 円 コーディネーター交通費＠960×30 日＝28,800

円  
渉外交通費（ガソリン代 駐車場等）4,159 円 

消耗品費 17,679 円 事務用品費 
諸謝金 -円 ボランティア事前研修会講師謝礼 
賃借料 -円 会場借上費 
保険料 -円 行事保険 
印刷製本費 29,299 円 チラシ作成、研修会資料作成コピー代等 
通信費 17,063 円 電話料金、郵便料金等 

合 計 313,000 円  
※出所：「平成 31 年度障害児の 期休暇対策事業 収支決算書（実施期間：平成 31 年 4
月 1   令和元年 6月 30日）」 

＜令和元年 7   令和 2年 3月分＞                   
項 目 精算額 備 考 

コーディネーター人件費 540,000 円 960 円×7.5 時間×75 日 
旅費・交通費 164,140 円 コーディネーター交通費＠960×75 日＝72,000

円 
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ボランティア交通費＠1,000×62 人、＠
1,500×19人 渉外交通費（ガソリン代 駐車
場等）1,640 円 

消耗品費 43,295 円 事務用品費 
諸謝金 20,000 円 ボランティア事前研修会講師謝礼 

 4,000 円×２H×2人＝16,000 円 
ボランティア事前研修補助講師謝礼 
 2,000 円×２H＝4,000 円 

賃借料 90,730 円 会場借上費 
保険料 8,708 円 行事保険（311 人分） 
印刷製本費 32,512 円 チラシ作成、研修会資料作成コピー代等 
通信費 39,615 円 電話料金、郵便料金等 

合 計 939,000 円  
※出所：「令和元年度障害児の 期休暇対策事業 収支決算書（実施期間：令和元年 7 月
1   令和 2年 3 月 31 日）」 

【意見】 
各種支出がある中で、概算払い額と精算額が全く同じ金額であることは不自然である。

また、精算に当たっては、支払精算書に加えて収支決算書（記載内容については上記参照）
が提出されているが、北九州市会計規則第57条第 1項に記載されている証拠書類としての
役割を果たしているとは言い難い。 
この点について、市の担当者に確認したところ、収支決算書について、見積書との相違

点や、開催したプログラム内容との整合性等を確認しており、特に問題がなければ領収書
等の具体的な証憑の提出までは求めていないとのことであった。また、取引先の資金力等
を考慮して、先に支払いを行うために概算払いという形式にて契約を行っているとのこと
であった。 
本来、概算払いの精算については、実額にて適切に精算されるべきであると考えられる

が、現状では取引先からの収支決算書に基づいて精算が行われているため、適切に精算さ
れているのか明らかではない。また、取引先に対して先に支払いを行いたいということで
あれば、前金払い制度を用いることも検討すべきであると考える。 
今後においては、取引先と契約を締結するに当たっては、どのような形態にすべきか今

一度整理し、検討することが望まれる。 

＜北九州市会計規則＞ 
（概算払の精算） 
第 57条第 1項 概算払いを受けた者は、その用務終了後7日以内に概算払精算書に証拠書
類を添付して、市 に提出しなければならない。
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（前金払） 
第 59条 次に掲げる経費で、支払額の確定したものについては、債務履行期限到来前に前
金払いをすることができる。 
（１）官公署及びこれに準ずるものに対して支払う経費 
（２）補助金、負担金、交付金及び委託費 
 略 
※出所：「北九州市会計規則」 
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 イ．精神保健福祉課 
（ア）北九州市発達障害者支援センター事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 北九州市発達障害支援センター事業（以下、「支援センター事業」とい

う）は自閉症等の特有な発達障害を有する障害児（者）（以下、「自閉症児
（者）等」という）に対する支援を総合的に行う地域の拠点として、自閉症
等に関する各般の問題について自閉症児（者）等及びその家族からの相談に
応じ、適切な指導又は助言を行うとともに、関係施設との連携強化等によ
り、自閉症児（者）等に対する地域における総合的な支援体制の整備を推進
し、もってこれらの自閉症児（者）等及びその家族の福祉の向上を図ること
を目的とする。 

事業内容 ①自閉症児（者）等及びその家族に対する相談支援 
②自閉症児（者）等及びその家族に対する発達支援 
③自閉症児（者）等に対する就労支援 
④関係施設及び関係機関等に対する普及啓発及び研修 

委託先 社会福祉法人北九州市福祉事業団（以下、「福祉事業団」という） 
※出所：北九州市発達障害者支援センター事業実施要綱 

①（結果）発達障害支援センター運営事業費の予定価格について 
【現状】 
 支援センター事業は、発達障害に関する相談支援について、診断や療育等の専門的知識
を持った関連施設と相互に連携して行うことが最も効率的かつ効果的であり、利用者の利
便性も確保できることから、関連施設の運営を行う福祉事業団に一連の業務を随意契約に
より委託している。 
平成30年度及び令和元年度の委託料について、予定価格調書（市）及び見積書（福祉事

業団）に基づいて決められており、これらの書類は以下のとおり全く同じ金額で作成され
ている。なお、予定価格調書では「福祉事業団から提出された参考見積書を基に積算」と
している。 

委託期間 予定価格調書 見積書 差額 
平成 30 年 4 月~平成 31 年 3月 32,467,000 円 32,467,000 円 0 円 
平成 31 年 4 月~令和元年 6月 7,856,000 円 7,856,000 円 0 円 
令和元年 7月~令和 2年 3月 23,568,000 円 23,568,000 円 0 円 

※出所：市提供資料 

【指摘事項】 
随意契約の場合においても、北九州市契約規則第19条の２により予定価格を定める必要
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がある。 
予定価格の算定方法として業者からの参考見積書を聴取することが考えられる。ただし、

委託先事業者 1 社からの参考見積による予定価格の設定は、当該事業者に予定価格を推定
しうる状況を生じさせる可能性があるばかりでなく、予定価格の設計が市で十分に検証さ
れないまま、特定事業者に優位な価格設計になるおそれがある。 
このため、今後においては、仕様内容の見直しなどを実施したうえで見積工数を適切に

積算し、契約期間にわたる労務費単価の市況変動や消費税増税などを十分に勘案し、予定
価格の設定を行うべきである。 

<参考＞北九州市契約規則 
（一般競争入札の予定価格及び最低制限価格） 
第 13 条 市 は、 般競争 札に付する場合には、あらかじめ仕様書、設計書、取引
の実例価格、需給の状況、履 の難易、契約数量の多寡及び履 期限の 短等によって
予定価格を定めなければならない。 
２ 前項の予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければなら
ない。ただし、一定期間継続してする製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約の
場合においては、単価についてその予定価格を定めることができる。 
３ （略） 

（随意契約の予定価格の決定） 
第 19 条の２ 市 は、随意契約の 法によろうとするときは、あらかじめ第 13条の規
定に準じて予定価格を定めるものとする。 

②（意見）支援センター事業における業務委託への概算払い及び精算について 
【現状】 
 支援センター事業は、発達障害に関する相談支援について、診断や療育等の専門的知識
を持った関連施設と相互に連携して行うことが最も効率的かつ効果的であり、利用者の利
便性も確保できることから、関連施設の運営を行う福祉事業団に一連の業務を委託してい
る。 
平成 30 年度及び令和元年度における業務委託は、以下のとおり概算払いを行っている

が、同じ金額にて精算されている。 
委託期間 概算払い額 精算額 差引差額 

平成 30 年 4 月~平成 31 年 3月 32,467,000 円 32,467,000 円 0 円 
平成 31 年 4 月~令和元年 6月 7,856,000 円 7,856,000 円 0 円 
令和元年 7月~令和 2年 3月 23,568,000 円 23,568,000 円 0 円 

なお、精算内容は以下のとおりである。 
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＜平成 30 年 4月~平成 31 年 3月分＞                   
項 目 精算額 備考 

職員俸給 16,233,600 円 正規職員・嘱託職員：6名 
職員諸手等 7,632,320 円 正規職員・嘱託職員：6名 
退職共済 267,000 円 正規職員・嘱託職員：6名 
法定福利費 4,037,869 円 社会保険、労働保険、年金共済 
報償費 1,031,400 円  
印刷製本費 536,500 円  
賃借料 571,600 円  
その他 2,156,711 円  
合計 32,467,000 円  
※出所：平成 30年度 北九州市発達障害支援センター運営事業 精算書 

＜平成 31 年 4月~令和元年 6月分＞                   
項 目 精算額 備考 

職員俸給 4,058,400 円 正規職員・嘱託職員：6名 
職員諸手等 1,908,080 円 正規職員・嘱託職員：6名 
退職共済 267,000 円 正規職員・嘱託職員：6名 
法定福利費 1,009,467 円 社会保険、労働保険、年金共済 
報償費 69,546 円  
印刷製本費 74,872 円  
賃借料 109,500 円  
その他 359,135 円  
合計 7,856,000 円  
※出所：平成 31年度 北九州市発達障害支援センター運営事業 精算書 

＜令和元年 7月~令和 2年 3月分＞                   
項 目 精算額 備考 

職員俸給 12,175,200 円 正規職員・嘱託職員：6名 
職員諸手等 5,724,240 円 正規職員・嘱託職員：6名 
退職共済 -円 正規職員・嘱託職員：6名 
法定福利費 3,028,400 円 社会保険、労働保険、年金共済 
報償費 588,900 円  
印刷製本費 254,790 円  
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賃借料 338,000 円  
その他 1,458,470 円  
合計 23,568,000 円  
※出所：令和元年度 北九州市発達障害支援センター運営事業 精算書 

【意見】 
各種支出がある中で、概算払い額と精算額が全く同じ金額であることは不自然である。

また、精算に当たっては、支払精算書に加えて収支決算書（記載内容については上記参照）
が提出されているが、北九州市会計規則第57条第 1項に記載されている証拠書類としての
役割を果たしているとは言い難い。 
この点について、市の担当者に確認したところ、収支決算書について、見積書との相違

点や、事業報告書との整合性を確認しており、特に問題がなければ領収書等の具体的な証
憑の提出までは求めていないとのことであった。また、取引先の資金力等を考慮して、先
に支払いを行うために概算払いという形式にて契約を行っているとのことであった。 
本来、概算払いの精算については、実額にて適切に精算されるべきであると考えられる

が、現状では取引先からの収支決算書に基づいて精算が行われているため、適切に精算さ
れているのか明らかではない。また、取引先に対して先に支払いを行いたいということで
あれば、前金払い制度を用いることも検討すべきであると考える。 
今後においては、取引先と契約を締結するに当たっては、どのような形態にすべきか今

一度整理し、検討することが望まれる。 
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（イ）北九州市発達障害者支援モデル事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 北九州市発達障害者支援モデル事業（以下、「支援モデル事業」という）

は、自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、学習障害及び注意欠
陥多動性障害等の発達障害児（者）（以下「発達障害児（者）等」という）
について、先駆的な支援の取り組みをモデル的に実践し、その分析・検証を
行うことで発達障害児（者）等に対する有効な支援手法の確立を図ることを
目的とする。 

事業内容 ①行動障害の予防における効果的な支援手法の開発 
②中学生ワークショップ 
③アセスメントツール開発 

委託先 福祉事業団 
※出所：北九州市発達障害者支援モデル事業実施要綱 

①（結果）発達障害支援モデル事業費の予定価格について 
【現状】 
支援モデル事業は、国の要綱において「発達障害支援センター事業」との連携を密にし、

相乗効果が得られるよう求められていることから、発達障害支援センター事業を随意契約
で委託している福祉事業団に一連の業務を委託している。 
平成30年度及び令和元年度の委託料について、予定価格調書（市）及び見積書（福祉事

業団）に基づいて決められており、これらの書類は以下のとおり全く同じ金額で作成され
ている。なお、予定価格調書では「福祉事業団から提出された参考見積書を基に積算」と
している。 

委託期間 予定価格調書 見積書 差額 
平成 30 年 4 月~平成 31 年 3月 10,800,000 円 10,800,000 円 0 円 
平成 31 年 4 月~令和元年 6月 2,662,000 円 2,662,000 円 0 円 
令和元年 7月~令和 2年 3月 7,986,000 円 7,986,000 円 0 円 

※出所：市提供資料 

【指摘事項】 
随意契約の場合においても、北九州市契約規則第19条の２により予定価格を定める必要

がある。 
予定価格の算定方法として業者からの参考見積書を聴取することが考えられる。ただし、

委託先事業者 1 社からの参考見積による予定価格の設定は、当該事業者に予定価格を推定
しうる状況を生じさせる可能性があるばかりでなく、予定価格の設計が市で十分に検証さ
れないまま、特定事業者に優位な価格設計になるおそれがある。 
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このため、今後においては、仕様内容の見直しなどを実施したうえで見積工数を適切に
積算し、契約期間にわたる労務費単価の市況変動や消費税増税などを十分に勘案し、予定
価格の設定を行うべきである。 

※「北九州市契約規則」については、前述（3）イ.（ア）①「発達障害支援センター運営
事業費の予定価格について」を参照。 

②（意見）支援モデル事業における業務委託への概算払い及び精算について 
【現状】 
 支援モデル事業は、国要綱において「発達障害支援センター事業」との連携を密にし、
相乗効果が得られるよう求められていることから、発達障害支援センター事業を委託して
いる福祉事業団に一連の業務を委託している。 
平成 30 年度及び令和元年度における業務委託は、以下のとおり概算払いを行っている

が、同じ金額にて精算されている。 
委託期間 概算払い額 精算額 差引差額 

平成 30 年 4 月~平成 31 年 3月 10,800,000 円 10,800,000 円 0 円 
平成 31 年 4 月~令和元年 6月 2,662,000 円 2,662,000 円 0 円 
令和元年 7月~令和 2年 3月 7,986,000 円 7,986,000 円 0 円 

なお、精算内容は以下のとおりである。 
＜平成 30 年 4月~平成 31 年 3月分＞                   

項 目 精算額 備考 
職員俸給 4,996,800 円 正規職員・嘱託職員：2名 
職員諸手等 2,312,160 円 正規職員・嘱託職員：2名 
退職共済 89,000 円 正規職員・嘱託職員：2名 
法定福利費 1,224,667 円 社会保険料、労働保険、年金共済 
報償費 634,200 円  
旅費交通費 341,000 円  
什器備品 440,000 円  
その他 762,173 円  
合計 10,800,000 円  
※出所：平成 30年度 発達障害者支援モデル事業 精算書 

＜平成 31 年 4月~令和元年 6月分＞                   
項 目 精算額 備考 

職員俸給 1,249,200 円 正規職員・嘱託職員：2名 



110 

職員諸手等 578,040 円 正規職員・嘱託職員：2名 
退職共済 89,000 円 正規職員・嘱託職員：2名 
法定福利費 306,167 円 社会保険料、労働保険、年金共済 
報償費 114,800 円  
旅費交通費 75,200 円  
什器備品 62,500 円  
その他 187,093 円  
合計 2,662,000 円  
※出所：平成 31年度 北九州市発達障害支援モデル事業 精算書 

＜令和元年 7月~令和 2年 3月分＞                   
項 目 精算額 備考 

職員俸給 3,747,600 円 正規職員・嘱託職員：2名 
職員諸手等 1,734,120 円 正規職員・嘱託職員：2名 
退職共済 -円 正規職員・嘱託職員：2名 
法定福利費 918,500 円 社会保険料、労働保険、年金共済 
報償費 676,900 円  
旅費交通費 105,000 円  
什器備品 186,500 円  
その他 617,380 円  
合計 7,986,000 円  
※出所：令和元年度 北九州市発達障害支援モデル事業 精算書 

【意見】 
各種支出がある中で、概算払い額と精算額が全く同じ金額であることは不自然である。

また、精算に当たっては、支払精算書に加えて収支決算書（記載内容については上記参照）
が提出されているが、北九州市会計規則第57条第 1項に記載されている証拠書類としての
役割を果たしているとは言い難い。 
この点について、市の担当者に確認したところ、収支決算書について、見積書との相違

点や、報告書との整合性を確認しており、特に問題がなければ領収書等の具体的な証憑の
提出までは求めていないとのことであった。また、取引先の資金力等を考慮して、先に支
払いを行うために概算払いという形式にて契約を行っているとのことであった。 
本来、概算払いの精算については、実額にて適切に精算されるべきであると考えられる

が、現状では取引先からの収支決算書に基づいて精算が行われているため、適切に精算さ
れているのか明らかではない。また、取引先に対して先に支払いを行いたいということで
あれば、前金払い制度を用いることも検討すべきであると考える。 
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今後においては、取引先と契約を締結するに当たっては、どのような形態にすべきか今
一度整理し、検討することが望まれる。 
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（ウ）発達障害児早期支援システム研究事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 発達障害のある就学前の子どもの早期支援を進めるため、園医健診、かか

りつけ医健診、特性評価（アセスメント）の三層構造による早期支援システ
ムの構築に向けた研究事業を行うもの。 
発達特性の正しい理解、その子にとってわかりやすいかかわり方の工夫に

より、発達障害の特性のある児童の成 過程における「 次障害」は「予防
可能」であり、子どもの早期支援を図る。 
二次障害の例 …うつ、対人恐怖、不登校、ひきこもり、過度の反抗等 
二次障害の原因…周囲の無理解、過度の叱責、虐待、感情のゆがみ等 

⇒発達特性の正しい理解、かかわり方の工夫により「予防可能」 
経緯 発達障害のある どもの健やかな成 を えるためには、 どもの抱えて

いる困難にできるだけ早く気づき、その子にとってわかりやすく、安心でき
る環境を整えることが大変重要である。 
幼児期の子どもの中には、言葉の遅れが目立たないなど、乳幼児健診で気

づくことが難しく、保育所や幼稚園などのクラス単位で活動する中で、 
一度始めたことを、途中でやめられない（こだわりの強さ） 
じっとしていられず、教室からすぐに飛び出す（多感、感覚過敏） 
友達の輪に入らず、一人で過ごす（コミュニケーションの困難） 

など、他の子どもと異なる特性が、初めて見えてくることがある。 
しかしながら、保護者の中には、子どもの様子に気づいていても、専門機

関への相談に不安を感じる人も多く、保育所・幼稚園などの現場だけで、早
期支援を進めることが難しい現状がある。 
このことから、今後は保育所・幼稚園と多職種が協働して、発達障害のあ

る子どもの「気づき・理解・支援」につなぐ体制づくりが必要であるとの判
断のもと、新たな研究事業に着手することにした。 

①（意見）アセスメントツール研究事業終了後の運用体制について 
【現状】 
 市は、発達障害のある就学前の子どもの早期支援を進めるためのアセスメントツールと
して「発達障害の要支援度評価尺度（MSPA）」を採用し、MSPA の普及と技能向上の研
究を行っている。 
 現在、令和元年度からの事業計画を策定し、保育所・幼稚園の年中児（4 5 歳）を対象
に、市内小児科医の協力のもと、保育所・幼稚園の園医健診や、かかりつけ医による健診
の仕組について研究を行うとともに、専門職（医師や臨床心理士等）が、MSPA を用いた
特性評価を実際に行い、その効果を図ることにより、三層構造による早期支援システムの
構築を目指している。 
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【意見】 
 MSPA の普及と技術向上について、市は独自に健診研究チームを立ち上げ、研究を実施
している。令和元年度では、MSPAによる特性評価やMSPAの普及、MSPAによる特性評
価につなぐ健診の仕組について一定の成果を上げていると評価できる。 
 ただし、研究終了後に MSPA を子ども子育て施策の中で本格的に運用していくためのロ
ードマップが策定されておらず、また、MSPA を本格的に運用していくには他部署との連
携が必要不可欠であると想定される。 
 したがって、MSPA に関する研究の成果を生かすために、他部署と連携を図りながら、
研究終了後のロードマップを策定することが望ましい。 
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（４）教育委員会 指導部 
 ア．指導第一課 
（ア）子どもの読書活動の推進事業 
＜事業概要＞ 
事業概要 学校における 10分間読書の継続・充実や家庭への働きかけ等、言葉の力の

向上につながる読書週間の定着を図る。 
また、学校図書館職員（会計年度任用職員）の配置やブックヘルパー等の

活用により、学校の読書活動を一層推進する。 
決算額 令和元年度 決算額 329,027 千円 
※出所：市提供資料 

①（意見）会計年度任用職員（注、令和元年度までは非常勤嘱託員）の勤怠管理について 
【現状】 
 学校図書館の職員として、会計年度任用職員を任用している。会計年度任用職員の就業
状況や残業時間、休暇等の届出等、すべて紙ベースで行われている。 
 なお、常勤職員の勤怠管理については、システムにて行われているとのことである。 

【意見】 
 「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号）」や
「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル（総務省自治行政局公務員
部）」等を受けて、市においても臨時・非常勤職員の任用根拠の明確化や適正化を図って
いる状況である。会計年度任用職員については、従来の特別職ではなく一般職扱いとなる
ことから、常勤職員に準じて適切に勤怠管理を行うことが求められると考えられる。 
 上述のとおり、現状においては、会計年度任用職員の就業状況や残業時間、休暇等の届
出等、すべて紙ベースで行われているが、以下のような問題点が考えられる。 
・市全体として一元管理を行うのが難しい。 
・給与計算等を行うにあたり、残業時間や欠勤等を手入力する必要がある。 
・有給休暇等の管理が煩雑になる。 
・保存文書が膨大な量になる。 

 常勤職員と同様に、会計年度任用職員の勤怠管理についてもシステム管理することによ
り、上記の問題点を解決し、適切な勤怠管理や業務の効率化等を図ることが可能になると
考えられる。そのため、今後においては、会計年度任用職員の勤怠管理をシステム化する
ことを検討することが望まれる。 
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 イ．指導第二課 
（ア）有害情報等から子どもを守る事業 
＜事業概要＞ 
事業目的 インターネット上のサイト等において、児童生徒によるいじめや非行行為

等の不適切な書き込みの実態を把握し、ネットトラブル等の早期解決と未然
防止に関する指導を推進するとともに、教職員等に対し対応力向上のための
研修を行う。 

主たる事
業内容 

インターネット上のサイト等における書き込み等の実態把握と監視 
インターネット上のサイト等の定期的な巡回監視とともに、北九州市教
育委員会が指示する不適切な書き込みやトラブルの可能性のあるサイト
の継続した監視を行う。なお、不適切な書き込み等のあるサイトが見つ
かった場合は、その危険度等に応じ、削除要請の代行も含め、適切な対
応を講じる。 
（巡回の頻度） 

校種 対象校数 巡回頻度 
小学校 130 校 4 ヶ月で全校を 1巡 
中学校 62 校 1 ヶ月で全校を 1巡 
高等学校他 3 校 1 ヶ月で全校を 1巡 
特別支援学校 8 校 4 ヶ月で全校を 1巡 
（リスクレベル） 
レベル 内容 
高 犯行予告や児童生徒の生命にかかわるなど緊急性の高いも

の 
（例）犯行予告、自殺予告など 

中 緊急性はないが、早期の対応・指導が望ましいもの 
（例）いじめ、誹謗中傷、自傷行為の告白など 

低 緊急性はないが、必要に応じて適切な指導・対応が望まし
いもの 
（例）個人情報の流布、不良行為、不適切行為など 

（教育委員会への報告） 
レベル 報告 報告手段 定点監視頻度 
高 即時 電話・メール 1 日 1回 
中 週 1回 メール 週 1回 
低 月 1回 定期報告書（学期末） 月 1回 

ネットトラブル等に対する学校へのサポート 
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教職員や児童生徒、保護者等からの情報により、学校が問題のあるサイ
トを把握した場合には、削除依頼等について学校のサポートを行う。 
研修等の実施 
中学校の教職員等に対して、ネットトラブルの未然防止を図るため、携
帯電話やスマートフォンの取扱上の注意点やトラブル事例の紹介を含む
研修を実施する。 

実施期間 令和元年 7月から令和 2年 3月末まで 
実施状況 受注者 

ピットクルー株式会社 
委託料 
【月額】437,400 円 
（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額 32,400 円） 
検知数 
学校種別 高等学校他 中学校 小学校 

リスクレベル 高 中 低 高 中 低 高 中 低 
いじめ・中傷 -件 -件 -件 -件 -件 2 件 -件 -件 -件 
不法行為 -件 -件 -件 -件 2 件 -件 -件 -件 -件 
トラブル -件 -件 -件 -件 -件 -件 -件 -件 -件 
個人情報の流布 -件 -件 34

件 
-件 -件 174

件 
-件 -件 -件 

その他 -件 -件 2 件 -件 -件 41
件 

-件 -件 7 件 

合計 -件 -件 36
件 

-件 2 件 217
件 

-件 -件 7 件 

学校種別 特別支援 幼稚園 
合計 

リスクレベル 高 中 低 高 中 低 
いじめ・中傷 -件 -件 -件 -件 -件 -件            2 件 
不法行為 -件 -件 -件 -件 -件 -件            2 件 
トラブル -件 -件 -件 -件 -件 -件            -件 
個人情報の流布 -件 -件 -件 -件 -件 -件        208 件 
その他 -件 -件 -件 -件 -件 -件          50 件 

合計 -件 -件 -件 -件 -件 -件        262 件 
※出所：「ネットトラブル等防止及び啓発・研修事業調査報告書（令和元年 7   令和 2
年 3月）」 
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①（意見）契約期間（調査実施期間）について 
【現状】 
市は、ネットトラブル等防止及び啓発・研修事業についてピットクルー株式会社北九
州事務所を受注者とした委託契約を締結している。契約期間は令和元年 7 月 1 日から令
和 2年 3月 31 日までとなっており、令和元年 4月 1 日から令和元年 6月 30 日までが契
約期間となっていない。 

【意見】 
卒業、進学及び新入学の時期である 3 月や 4 月は多くの子どもが携帯電話やスマート
フォンを入手する時期であると考えられる。また、5 月や 6 月は新生活にも慣れ、友人
とのコミュニケーションも増える時期であり、ネットトラブル等防止及び啓発・研修事
業の実効性を確保するためには、それらの期間を調査対象とする必要があると考える。 
したがって、毎年4月 1日から3月 31日までを契約期間（調査実施期間）として委託
契約を締結することが望ましい。この場合、委託費が 1,336,500 円（うち取引にかかる
消費税及び地方消費税の額 121,500 円）増加すると想定される。 
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（５）教育委員会 中央図書館 
 ア．子ども図書館 
（ア）読書通帳事業 
＜事業概要＞ 
導入目的 北九州市子ども読書活動推進条例の趣旨に基づき、子どもに読書を楽しいと

感じさせ、子どもの読書習慣を形成するために、子ども自身が市立図書館で借
りた本のタイトル等を「本の通帳」に印刷できるシステムを子ども図書館に導
入する。読書通帳は、自分自身の読書履歴を楽しみながら目に見える形にする
ことで、読書意欲の促進、図書館利用の活性化につながる効果が期待される。 

対象者 市在住・在学の 18歳以下の子どものうち、子ども図書館に来館した希望者 
来館者
数・通帳
発行数の
推移 

◆来館者数の推移 

◆通帳発行数の推移 

※出所：市提供資料 
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①（意見）通帳の在庫冊数の適正化について 
【現状】 
読書通帳事業は平成30年 12月に開始された事業であり、事業開始前に10,000冊の通帳

を作成していた。令和2年2月時点で残数は約5,000冊であったが、令和2年3月に13,636
冊が追加作成されていた。事業開始からの期間を考慮すると、ひと月当たりの平均発行数
は約 340 冊であり、令和 2 年 3 月時点の在庫冊数は約 55 か月分に相当するため在庫が過
剰であると考えられる。 

（単位：冊） 
時 期 発注数 発行数(注) 残数 

平成 30 年 12月 10,000 - 10,000 
平成 30年 12
令和 2年 2月 - 5,081 4,919 

令和 2年 3月 13,636  - 18,555 
※出所：市提供資料及び市へのヒアリングを基に作成 

【意見】 
過剰な在庫は 期間保管することとなるため、管理コスト・労 の増 に繋がる懸念が

ある。また、適正な発注を行っていれば今年度の予算に余剰金額が発生し、他の有用な方
策に予算を充てることが可能となる。そのため、通帳の納期・発注量により変動する単価
（コスト）なども考慮し、在庫冊数（発注冊数）を適正化することが望ましい。 

②（意見）システムの契約期間について 
【現状】 
『「本の通帳」（読書記録）システム借入れ及び保守一式』に係る契約期間と、『「本

の通帳（読書記録）システム」に係るサーバ等機器の提供及び保守業務委託』に係る契約
期間が以下のとおり整合していなかった。 
・『「本の通帳」（読書記録）システム借入れ及び保守一式』 
H30年 3月 9日からH35年 3月 31 日まで 

・『「本の通帳（読書記録）システム」にかかるサーバ等機器の提供及び保守業務委託』 
H30年 3月 29 日からH34 年 8月 31 日まで 

【意見】 
両者は単独で機能することができないため、一方の契約期間が終了した場合、他方の契

約による効果を享受できなくなってしまう恐れがある。そのため、今後の契約更新のタイ
ミングで契約期間を整合させることが望ましい。 
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③（意見）対象施設の拡充について 
【現状】 
読書通帳事業を実施しているのは「市立子ども図書館」（北九州市小倉北区城内 4 番 1

号）のみであり、実質的に当該制度を利用できるのは、居住地域が子ども図書館に比較的
近い世帯に限られる。そのため、その他の地域に居住している子どもとの間に不公平が生
じている状況である。 

【意見】 
市在住・在学の18歳以下の子どもの読書意欲の促進、図書館利用の活性化を図るという

事業の目的を鑑みると、現在は当該目的が限定的に果たされている状態である。 
そのため、通帳による読書意欲の促進、図書館利用の活性化が認められるのであれば、

費用対効果を分析した上で、他の図書館への導入を検討することが望ましい。 

以 上 


